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１１

ごご ああ いい ささ つつ

日頃よりＪＦマリンバンクをご利用いただき誠にあり

がとうございます。

さて、将来にわたって安定した金融機能を提供し漁業

と地域の発展に貢献し続けていくため、令和３年４月１

日、九州ブロック６県（福岡・佐賀・長崎・宮崎・鹿児

島・沖縄）の信漁連が合併し、「九州信用漁業協同組合

連合会 ＪＦマリンバンク九州信漁連）」としてスタート

してから３年目を迎えました。

本会におきましては、会員漁協の意向を反映した運営

をはかるべく「経営管理委員会制度」を導入しており、

経営方針等の重要事項を決定する「経営管理委員会」の

もと、その決定に基づき「理事会」において専門的かつ

迅速に業務を遂行する体制と致しております。また、各

県域には会員漁協の代表者等からなる「県域運営委員会」

をそれぞれ設置し、これまで長年にわたり各県域におい

て培ってきた組合員・会員漁協とのつながりや信頼関係

を基礎とした事業運営を展開しているところでござい

ます。

本年度も、合併効果を最大限に発揮していくことによ

り質の高い金融サービスを提供し、「漁村 はま の金融

機関」として皆様からの期待に応えられるよう取り組ん

でいく所存であります。

今後とも皆様方の深いご理解とご支援を賜りますよう

どうぞよろしくお願い申し上げます。

令和 年 月

ごあいさつ
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２２

経 営 方 針

１１．．経経営営のの基基本本目目標標

合合併併効効果果のの発発現現

合併のスケールメリットを最大限に発揮し、安定した経営基盤の構築を図り、会員・組合員か

らの信頼に応え得る事業経営に取り組みます。

また、合併により強化された財務基盤と人材を有効活用し、事業推進や経営管理体制を強化し

ます。

事事業業運運営営態態勢勢のの構構築築・・組組合合員員等等利利用用者者ササポポーートトのの実実施施

統括支店と本店との連携を強化し、効率的な業務運営態勢を構築します。

また、人材の活用・育成に取り組むとともに、「浜（漁村）に出向く体制」を強化した組合員

サポート体制の強化に取り組みます。

経経営営目目標標のの達達成成にに向向けけたた取取りり組組みみ

事業量の確保やコスト管理の徹底等により安定した経営に取り組むとともに、会員の理解と

協力を得ながら内部留保等を含めた自己資本増強を図り、財務基盤の強化と安定的な成果の還元

に努めます。

事業の柱となる融資については、漁業分野での接点を強化し漁業金融機能にかかる業務領域

の拡大を図り、漁業分野での融資の伸長に取り組みます。

また、合併により強化された財務基盤、自己資本を生かした多様な融資にも対応していきま

す。

個個人人情情報報漏漏ええいいににかかかかるる再再発発防防止止にに向向けけたた取取りり組組みみ

サイバー攻撃による不正アクセスを受けたことを踏まえ、個人情報保護法ガイドラインに基

づく「技術的、人的、組織的安全管理措置」の観点から総合的に検討し、情報セキュリティ体制

強化と再発防止に取り組みます。

２２．．組組織織基基盤盤強強化化

内内部部管管理理態態勢勢のの強強化化

① 職員再配置により、内部監査、総合的な企画機能、リスク管理態勢、審査機能などの本店

管理部門を強化し、金融機関として求められる内部管理態勢を構築します。

② 九州信漁連全体の総合的な企画機能を担う「総務課・経営企画課」を総合企画部内に設置

し、事業計画を策定するとともに、実績検討会の開催等、各部署横断的な進捗管理を行い

ます。

③ 内部統制強化・事務リスク削減・不祥事未然防止を目的に、「監査部」に加え、事務検査

の専担部署である「事務システム企画課」を総合企画部内に設置するとともに、各統括支

店にも事務検査の専担部署である「事務指導課」を設置し、事務検査体制を強化します。

④ 貸出伸長に合わせ、審査機能を強化することを目的に、「審査部」に管理職クラスを重点

的に配置し、審査・与信管理レベルの向上を図ります。

人人材材育育成成・・人人材材のの確確保保

① 会議・研修会や全国が企画する各種研修への参加などの機会を通じた人材育成により、事

務リスク削減、不祥事未然防止を図り、金融機関に求められる適切な事業運営に努めます。

② 定期的な人事異動等により、内部牽制機能の強化を図ります。

経営方針
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３３

３３．．事事業業推推進進へへのの取取りり組組みみ

事業推進については、以下項目への取り組みを行うこととし、貯金・貸出金の計画達成に向

けて努めて参ります。

【貯金・貸出金残高計画】

種種 類類 平平均均残残高高 年年度度末末残残高高 取取組組内内容容

貯 金 億円 億円
貯蓄運動や下期実施予定の定期貯金の統一キャン

ペーンを漁協と一体となって取り組みます。

貸出金 億円 億円

漁業金融機能強化に係る取り組みや制度資金を有

効活用するとともに、下期実施予定の生活ローン

の統一キャンペーン等に取り組みます。

漁漁業業金金融融機機能能強強化化

「漁業専門金融機関」として、組合員・会員を中心とする水産関係者に対し、円滑な資金供

給を図るとともに、漁業現場の課題・ニーズを踏まえた解決策を提案し、漁業者の所得向上、

漁村活性化支援に取り組みます。

また、漁連系統アクションプランや広域浜プラン・浜プラン等との連携、漁場環境保全活動

のサポート等を通して、漁協等の経営や経済事業等の活性化を支援していくとともに、水産基

本計画における新たな取り組みである海業等の動向を注視しつつ、水産業の持続可能な発展、

成長産業化に貢献して参ります。

① 浜（漁村）に出向く体制の強化、組合員・会員等の経営サポート

「漁業経営サポート室」が核となり、漁業現場の課題・ニーズを捕捉することを目的に訪問

活動を実践し、解決に向けた提案や各種施策を活用した取り組みを行い、組合員・会員等利用

者の経営をサポートして参ります。

② 漁業周辺分野との接点強化

組合員・会員への着実な対応を継続すると共に、地域漁業に貢献する関連企業・団体等、

漁業周辺分野の取引先と幅広く接点を持ち、水産バリューチェーンの活性化に取り組みます。

③ 経営相談機能の強化

各県の推進体制を共有することで、経営相談機能の強化に取り組みます。また、各種研

修・講座等を通して、職員のスキルアップを図り、組合員・会員等利用者の多様なニーズに応

えられる人材を育成します。

④ 組合員等のライフプランサポート

組合員およびその家族等利用者の生活を十全にサポートするため、ライフイベントに応じ

た金融サービスを展開して参ります。

⑤ 経済事業等との連携

漁連系統アクションプランや広域浜プラン・浜プラン等と連携し、各浜の取り組みを後押

しするとともに、ＪＦマリンバンク系統の情報網を活用して、漁協等とのバリューチェーン構

築をサポートすることで、経済事業等を支援し、魚価の向上や漁協等との経営安定化に貢献し

て参ります。

⑥ 水産業、水産資源を取り巻く自然環境への対応

漁場環境の大きな変化や生産資材の高騰へ対応していくため、漁協等が行う施策をサポー

トすることで、漁業者の所得向上・漁村の活性化支援に取り組みます。

安安定定的的なな資資金金調調達達

貯金取引に加え、生活ローンをセットにしたＪＦマリンネットバンク、マリンクレジットカ

ード等の決済機能を提案する等、効果的な取り組みを展開し、組合員及びその家族等利用者の

メインバンクとしての機能を発揮するとともに、水揚げ代金、生活資金等の個人貯金を中心と

して安定的な資金調達に取り組んで参ります。

また、それぞれの取り組みについては、漁協や女性部、青壮年部等の関係組織と一体となっ

た取り組みを進めるとともに、市場実勢や取引状況を踏まえた金利設定に努めます。
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４４

顧顧客客利利便便性性のの向向上上

キャッシュレス取引の急速な普及等を受け、非対面ツールの必要性が増すなか、キャッシュ

カード・ＪＦマリンネットバンク・ＡＴＭ・マリンクレジットカードの機能を提供すること

で、顧客利便性の向上を図ります。

地地域域のの実実情情にに応応じじたた推推進進活活動動

事業推進にあたっては、地域によって実情が異なることも十分に踏まえつつ、各県独自の取り

組みも展開して参ります。

４４．．業業務務管管理理態態勢勢強強化化へへのの取取りり組組みみ

九九州州信信漁漁連連統統一一ののシシスステテムム構構築築にに向向けけたた取取りり組組みみ

統一システムとして、高度なセキュリティを装備した６県共通のファイルサーバを構築し、

同時に確実な運用体制の構築を目指すことで、外部からの不正アクセス・情報漏えい事案の再

発防止を図ります。

また、統一システムへ移行するまでの間については、不正アクセス等へのサイバーセキュリ

ティ対策にかかる経過措置をとることで、セキュリティ強化に努めます。

内内部部統統制制、、健健全全性性確確保保・・向向上上にに向向けけたた取取りり組組みみ

① コンプライアンス態勢の強化

コンプライアンス（法令等遵守）を最重要課題の一つと位置付け、「コンプライアンス・

プログラム」を策定し実践や進捗状況の点検に取り組むことで、会員等利用者に安心感と

透明性の高い業務運営を目指して参ります。

② リスク管理態勢の強化

ａ．金融市場動向等の環境を踏まえた各種リスクに対する認識と適切なリスク管理を行う

ための体制強化に努めます。

ｂ．内部統制における自己検査及び事務検査方法の統一化を図り、問題点等の認識を共有

することで、全県域の事務レベル標準化、水準引上げの取り組みを進め、事務リスク

強化に努めます。

③ 資産自己査定の精度向上による貸出資産の健全性の維持・増強

資産査定プロジェクトチームの組成・実践を通じて、自己査定精度の向上を図るととも

に、統括支店との連携強化による問題債権の洗い出し及び債権回収方策の整理、具体的な実

践に努め、貸出債権の優良化、健全性の維持・増強に努めます。

④ 監査体制の強化

監事監査及び内部監査によりリスク管理態勢の適切性、自己査定の正確性をはじめとする

業務運営態勢に対する監査体制を充実し、適切な運営に努めます。
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５５

リスク管理の体制
◇◇リリススクク管管理理体体制制
〔リスク管理基本方針等〕

ＪＦマリンバンクとして組合員を始め利用者の皆さまに安心してご利用いただくためには、よ

り健全性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク

管理基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本

的な体系を整備しています。

また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを

通じてリスク管理体制の充実・強化に役職員全員で取り組んでおります。

また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービス

の濫用防止対策（マネロン等対策）の重要性はこれまでになく高まっています。当会ではマネロ

ン対策を重要課題の１つとして位置付け、リスクに応じた対策を適切に講じています。

① 信用リスク管理
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）価

値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当会は、個別の重要案件又

は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引につ

いては、本店に審査部を設置し、支店との連携を図りながら与信審査を行っております。審査

に当たっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保

評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っております。貸出取引において資産の

健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については

管理・回収方針を作成・実施し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

果、貸倒引当金については「貸倒償却及び貸倒引当金の計上基準」に基づき必要額を計上し、

資産および財務の健全化に努めております。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において信用情報や時価の把握

を定期的に行うこととしております。

② 市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、

資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債か

ら生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。市場リスクは、主に金利リス

ク、為替リスク、価格変動リスクの３つからなっています。金利リスクとは、金利変動に

伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金

利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいい、為替リスクとは、

外貨建資産・負債についてはネット・ベースで資産超または負債超ポジションが造成され

ていた場合に、為替の価格が当初予定されていた価格と相違することによって損失が発生

するリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴って資

産価格が減少するリスクのことです。
当会では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確に管理することにより、

収益化及び財務の安定化を図っております。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバ

ランスを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応で

きる柔軟な財務構造の構築に努めております。

とりわけ有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当会

の保有有価証券ポートフォリオの状況や などを考慮し、理事会において運用方針を

定めるとともに、経営層、運用担当部署（総合企画部）、リスク管理担当部署（総合企画部）

で構成する 委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行ってお

ります。運用担当部署は、理事会で決定した運用方針及び 委員会で決定された方針

などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。

運用担当部署が行った取引についてはリスク管理担当部署が適切な執行を行っているか

どうかチェックし、定期的にリスク量の測定を行い、経営層に報告しております。

③ 流動性リスク管理
流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確

保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより

４４

顧顧客客利利便便性性のの向向上上

キャッシュレス取引の急速な普及等を受け、非対面ツールの必要性が増すなか、キャッシュ

カード・ＪＦマリンネットバンク・ＡＴＭ・マリンクレジットカードの機能を提供すること

で、顧客利便性の向上を図ります。

地地域域のの実実情情にに応応じじたた推推進進活活動動

事業推進にあたっては、地域によって実情が異なることも十分に踏まえつつ、各県独自の取り

組みも展開して参ります。

４４．．業業務務管管理理態態勢勢強強化化へへのの取取りり組組みみ

九九州州信信漁漁連連統統一一ののシシスステテムム構構築築にに向向けけたた取取りり組組みみ

統一システムとして、高度なセキュリティを装備した６県共通のファイルサーバを構築し、

同時に確実な運用体制の構築を目指すことで、外部からの不正アクセス・情報漏えい事案の再

発防止を図ります。

また、統一システムへ移行するまでの間については、不正アクセス等へのサイバーセキュリ

ティ対策にかかる経過措置をとることで、セキュリティ強化に努めます。

内内部部統統制制、、健健全全性性確確保保・・向向上上にに向向けけたた取取りり組組みみ

① コンプライアンス態勢の強化

コンプライアンス（法令等遵守）を最重要課題の一つと位置付け、「コンプライアンス・

プログラム」を策定し実践や進捗状況の点検に取り組むことで、会員等利用者に安心感と

透明性の高い業務運営を目指して参ります。

② リスク管理態勢の強化

ａ．金融市場動向等の環境を踏まえた各種リスクに対する認識と適切なリスク管理を行う

ための体制強化に努めます。

ｂ．内部統制における自己検査及び事務検査方法の統一化を図り、問題点等の認識を共有

することで、全県域の事務レベル標準化、水準引上げの取り組みを進め、事務リスク

強化に努めます。

③ 資産自己査定の精度向上による貸出資産の健全性の維持・増強

資産査定プロジェクトチームの組成・実践を通じて、自己査定精度の向上を図るととも

に、統括支店との連携強化による問題債権の洗い出し及び債権回収方策の整理、具体的な実

践に努め、貸出債権の優良化、健全性の維持・増強に努めます。

④ 監査体制の強化

監事監査及び内部監査によりリスク管理態勢の適切性、自己査定の正確性をはじめとする

業務運営態勢に対する監査体制を充実し、適切な運営に努めます。

リスク管理の体制

5



６６

損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができない
ため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（市場流動性リスク）のことです。
当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について日次・月次の資金計画を作成し

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行
う上で重要な要素と位置付け、商品毎に異なる流動性を把握したうえで、運用方針などの策
定の際に検討を行っております。

④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切

であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当会では、収益発生を

意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリ

スクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程

において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについ

て、事務手続を整備し、定期的な監査部による監査を実施するとともに、事故・事務ミス

が発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善

が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことによ

り金融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、業務の多様化や事務量の増加に対

応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店

検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合に

は、発生状況を把握し改善を図るとともに、監査部による重点的なチェックを行い、再発

防止策を実施しています。

また、職員を一定期間職場離脱させ事故及び不正の未然防止に努めております。

⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に

伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金

融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、コンピュータシステムの安定稼働のた

め、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「シス

テムリスク管理マニュアル」を策定しています。

（リスク管理体制図）

監 査 内部監査（内部監査部門）

点 検 ＪＦマリンバンク基本方針に基づくリスク管理強化運動

運用態勢

一次審査
（本店営業部・

統括支店）

二次審査
（審査部）

委員会 －
情報ｾｷｭﾘﾃｨ

委員会
－

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

推進委員

会

主な遵守

規程・マニ

ュアル等

資産自己査

定実施要領

資産自己査

定実施マニ

ュアル

資産自己査

定の手引き

貸倒償却及

び貸倒引当

金の計上基

準

貸出条件緩

和債権判定

基準

余裕金運用

規程

余裕金運用

等に係るリ

スク管理手

続き

金利リスク

量計算要領

流動性リス

クにかかる

管理の手引

不祥事・風評

被害等発生

時の危機管

理計画

業務関連規

程

ＪＦマリン

バンク事務

手続

システムリ

スク管理マ

ニュアル

セキュリテ

イポリシ－

セキュリテ

ィスタンダ

－ド

事故等対応

基本方針

災害時対応

計画

防犯基本マ

ニュアル

コンプライ

アンスマニ

ュアル

コンプライ

アンスの手

引

コンプライ

アンスプロ

グラム

不祥事対応

マニュアル

内部通報・

相談制度設

置要領

所管部署 本店営業部・統括支店 経営企画課 事務システム企画課 事務システム企画課 総 務 課 総 務 課

各種リスク 信用 市場・流動 事務 システム 危機管理 コンプライアンス
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７７

法令遵守の体制

（（基基本本方方針針））
コンプライアンス・マニュアルを整備し、その基本方針に基づき、関連する法令等を厳格

に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公正な業務運営を遂行致しております。

（（体体 制制））
コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス態勢確保のため、毎年、年間プ

ログラム策定及び実施状況について検証し、役職員に周知徹底をはかる体制を整えていま

す。

金融ＡＤＲ制度への対応

（（苦苦情情処処理理措措置置のの内内容容））
当連合会においては、組合員等の利用者の皆さまからのご相談・苦情等に対応するための

業務運営体制・内部規則を整備し対応致します。
具体的には、
①利用者サポート等管理責任者の設置
②ご相談・苦情等総括責任者・担当者の設置

を行い、利用者の皆さまからのご相談・苦情等については、誠実に受付け、迅速かつ適切に
対応するとともに、必要に応じて関係部との連携を図り、相談・苦情等の迅速な解決に努め
ます。
受付けたご相談・苦情等については、苦情処理体制の改善や苦情等の再発防止策・未然防

止策に活用します。

（（紛紛争争解解決決措措置置のの内内容容））
苦情などのお申し出については、当連合会が対応致しますが、納得のいく解決ができず、

利用者の方が外部の紛争解決機関を活用して解決を図ることを希望される場合は、ＪＦマリ
ンバンク相談所を通じて弁護士会仲裁センターをご利用いただけます。（ＪＦマリンバンク
相談所は、東京、第一東京、第二東京の 弁護士会と提携しており、紛争解決措置としてこ
の 弁護士会をご紹介いたします）。
なお、利用者の皆さまが直接弁護士会に紛争解決を申し立てることも可能です。

６６

損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができない
ため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（市場流動性リスク）のことです。
当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について日次・月次の資金計画を作成し

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行
う上で重要な要素と位置付け、商品毎に異なる流動性を把握したうえで、運用方針などの策
定の際に検討を行っております。

④ オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切

であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当会では、収益発生を

意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリ

スクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程

において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについ

て、事務手続を整備し、定期的な監査部による監査を実施するとともに、事故・事務ミス

が発生した場合は速やかに状況を把握する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善

が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤ 事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことによ

り金融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、業務の多様化や事務量の増加に対

応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店

検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合に

は、発生状況を把握し改善を図るとともに、監査部による重点的なチェックを行い、再発

防止策を実施しています。

また、職員を一定期間職場離脱させ事故及び不正の未然防止に努めております。

⑥ システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に

伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金

融機関が損失を被るリスクのことです。当会では、コンピュータシステムの安定稼働のた

め、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「シス

テムリスク管理マニュアル」を策定しています。

（リスク管理体制図）

監 査 内部監査（内部監査部門）

点 検 ＪＦマリンバンク基本方針に基づくリスク管理強化運動

運用態勢

一次審査
（本店営業部・

統括支店）

二次審査
（審査部）

委員会 －
情報ｾｷｭﾘﾃｨ

委員会
－

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

推進委員

会

主な遵守

規程・マニ

ュアル等

資産自己査

定実施要領

資産自己査

定実施マニ

ュアル

資産自己査

定の手引き

貸倒償却及

び貸倒引当

金の計上基

準

貸出条件緩

和債権判定

基準

余裕金運用

規程

余裕金運用

等に係るリ

スク管理手

続き

金利リスク

量計算要領

流動性リス

クにかかる

管理の手引

不祥事・風評

被害等発生

時の危機管

理計画

業務関連規

程

ＪＦマリン

バンク事務

手続

システムリ

スク管理マ

ニュアル

セキュリテ

イポリシ－

セキュリテ

ィスタンダ

－ド

事故等対応

基本方針

災害時対応

計画

防犯基本マ

ニュアル

コンプライ

アンスマニ

ュアル

コンプライ

アンスの手

引

コンプライ

アンスプロ

グラム

不祥事対応

マニュアル

内部通報・

相談制度設

置要領

所管部署 本店営業部・統括支店 経営企画課 事務システム企画課 事務システム企画課 総 務 課 総 務 課

各種リスク 信用 市場・流動 事務 システム 危機管理 コンプライアンス

法令遵守の体制

金融ADR制度への対応
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８８

漁業者等の経営の改善のための取組の状況

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに関関すするる取取組組方方針針））

金融円滑化にかかる下記（１）～（７）の基本方針に基づき、中小漁業者等の経営支援

に取り組んでおります。また、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、経営者保証

に依存しない融資の促進に取り組んでおります。

（１）新規の融資・借入条件変更等の申込みに対する柔軟な対応

（２）経営相談、経営改善に向けての取組・支援

（３）新規の融資・借入条件変更等の相談・申込みに対する適切かつ十分な説明

（４）新規の融資・借入条件変更等に関する苦情相談への公正・迅速・誠実な対応

（５）新規の融資・借入条件変更等について、他の金融機関等との連携

（６）当会の金融円滑化管理に関する体制整備

（７）金融円滑化管理態勢の定期的検証

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに関関すするる態態勢勢整整備備のの状状況況））

当会の中小漁業者等の経営支援の態勢は、理事長以下関係役員部長を構成員とする「コ

ンプライアンス推進委員会」にて当会の金融円滑化に係る対応を一元的に管理し、組織横

断的に協議する管理体制としております。また、本支店には金融円滑化管理担当者を設

置、金融円滑化の方針や施策の徹底に努めております。

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに係係るる取取組組状状況況））

当会は、漁業者の協同組織金融機関として地域の中小漁業者に対して必要な資金を円滑

に供給していくことが、最も重要な役割の一つであると認識し、実現に向けて取組んでお

ります。

また、中小漁業者等へのコンサルティング機能を発揮するため、本支店に融資相談窓口

を設置しております。

（１）漁信基利用による無保証人制度の活用

（２）負債整理資金（ＪＦ希望ローン等）の利用による償還負担の軽減

地域の活性化のための取組の状況

漁協系統組織は、漁業者（組合員）が協同して経済活動を行い、相互の事業と暮らしの向

上を図るだけではなく、組織理念（協同組合原則）の一つに「地域社会発展のための貢献」

を掲げ、国民への食糧供給としての役割を担っております。

従って、 マリンバンクは個々の組合員を支えるだけでなく、漁業という食糧産業を維

持・発展させるために機能し、漁村地域全体の振興に寄与することを目的としています。

そのなかで、“しんぎょれん”は グループの一員として海と浜の暮らしを守る漁業専門

金融機関として、漁業者や地域の皆さまに金融サービスの提供を行いながら、漁協や漁協女

性部、関係団体と連携のもと、漁村地域の活性化に努めております。

漁業者等の経営の改善のための取組の状況

地域の活性化のための取組の状況

8



９９

事 業 の 内 容

≪≪事事業業ののごご案案内内≫≫
当会の事業は漁業者の方々が協同の絆で経済的、社会的地位向上を図り、消費者のみなさまに

安全・安心な動物性たんぱく質を安定的に供給していくため、貯金・為替・貸出を通じて漁業の

発展と向上の一翼を担っております。

☆☆貯貯 金金 業業 務務

会員や漁業者はもちろん、広く地域住民のみなさまからの貯金をお預かり致しております。

普通貯金を含む当座性貯金、大口定期貯金、スーパー定期貯金等の定期性貯金など各種貯金

を目的、期間、金額にあわせてご利用頂いております。

☆☆貸貸 出出 業業 務務

当会はＪＦあんしん体制の下に、浜の金融機関として会員・漁業者への必要な資金の融資、国

の政策である利子補給事業、金融円滑化法等の制度金融にも相談機能を充実させ、積極的に取

り組んでおります。

☆☆決決 済済 業業 務務

漁業水揚代金の貯金振込から、電気・電話料金等の公共料金の自動振替や各種年金の受取り

など、漁業者をはじめ、地域住民のみなさまのための決済サービスの充実に努めております。

また、当会のキャッシュカードで全国の提携機関および提携コンビニエンスストアの

がご利用いただけます。

《《商商品品利利用用のの留留意意事事項項》》

☆☆ 貯貯 金金

当会は、変動金利型の貯金や元本割れの危険性のある貯金の取扱いはなく、万一の場合も

「農水産業協同組合貯金保険機構」及び、「ジェイエフマリンバンク支援協会」の諸制度に

より、みなさまの大切な貯金は守られております。

☆☆ 貸貸 出出 金金

変動金利型の貸出金住宅ローンは、市場金利に連動して貸出金利が変動しますので、借入の

際、内容等を担当者に十分お尋ねの上ご利用下さい。

すでにご利用のみなさまも、返済予定額等につきましては、期日通知書などによりご確認を

お願いいたします。

８８

漁業者等の経営の改善のための取組の状況

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに関関すするる取取組組方方針針））

金融円滑化にかかる下記（１）～（７）の基本方針に基づき、中小漁業者等の経営支援

に取り組んでおります。また、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、経営者保証

に依存しない融資の促進に取り組んでおります。

（１）新規の融資・借入条件変更等の申込みに対する柔軟な対応

（２）経営相談、経営改善に向けての取組・支援

（３）新規の融資・借入条件変更等の相談・申込みに対する適切かつ十分な説明

（４）新規の融資・借入条件変更等に関する苦情相談への公正・迅速・誠実な対応

（５）新規の融資・借入条件変更等について、他の金融機関等との連携

（６）当会の金融円滑化管理に関する体制整備

（７）金融円滑化管理態勢の定期的検証

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに関関すするる態態勢勢整整備備のの状状況況））

当会の中小漁業者等の経営支援の態勢は、理事長以下関係役員部長を構成員とする「コ

ンプライアンス推進委員会」にて当会の金融円滑化に係る対応を一元的に管理し、組織横

断的に協議する管理体制としております。また、本支店には金融円滑化管理担当者を設

置、金融円滑化の方針や施策の徹底に努めております。

（（中中小小漁漁業業者者等等のの経経営営支支援援にに係係るる取取組組状状況況））

当会は、漁業者の協同組織金融機関として地域の中小漁業者に対して必要な資金を円滑

に供給していくことが、最も重要な役割の一つであると認識し、実現に向けて取組んでお

ります。

また、中小漁業者等へのコンサルティング機能を発揮するため、本支店に融資相談窓口

を設置しております。

（１）漁信基利用による無保証人制度の活用

（２）負債整理資金（ＪＦ希望ローン等）の利用による償還負担の軽減

地域の活性化のための取組の状況

漁協系統組織は、漁業者（組合員）が協同して経済活動を行い、相互の事業と暮らしの向

上を図るだけではなく、組織理念（協同組合原則）の一つに「地域社会発展のための貢献」

を掲げ、国民への食糧供給としての役割を担っております。

従って、 マリンバンクは個々の組合員を支えるだけでなく、漁業という食糧産業を維

持・発展させるために機能し、漁村地域全体の振興に寄与することを目的としています。

そのなかで、“しんぎょれん”は グループの一員として海と浜の暮らしを守る漁業専門

金融機関として、漁業者や地域の皆さまに金融サービスの提供を行いながら、漁協や漁協女

性部、関係団体と連携のもと、漁村地域の活性化に努めております。

事業の内容
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１１００

《《《《商商商商品品品品・・・・ササササーーーービビビビススススののののごごごご案案案案内内内内》》》》

☆☆ササーービビスス・・そそのの他他

貯貯めめるる！！

○○貯貯金金商商品品一一覧覧表表

※　商品やサービスにつきましては窓口でおたずねいただく等、よくご確認の上ご利用ください。

貯 蓄 貯 金

新
型
積
立
定
期
貯
金

普 通 貯 金

決 済 用 普 通 貯 金
無利息、要求払いであり、いつでも払い出しが可能です。口座振替や各
種代金の引き落としなどの決済サービスもご利用いただけ、貯金保険制
度により全額が保護されます。

積 立 定 期 貯 金

当 座 貯 金

定

期

貯

金

普通貯金と定期貯金及び定期積金が1冊の通帳でご利用になれます。公
共料金などの自動支払や給与・年金などの自動受取、さらに預入定期貯
金、定期積金合計額の９０％、最高９００万円迄の融資がご利用にな
れ、大変便利です。

総 合 口 座 －

貯貯 金金 名名 期期　　　　　　　　間間特特　　　　　　　　　　　　　　　　　　色色

預かり金利が最も高く、預入金額が大口であるほど高金利となっていま
す。

納 税 準 備 貯 金
利息には、所得税はかからないが、租税納付以外の目的で払い戻した場
合は、その払戻日が属する利息計算期間中の利息は課税されます。

定 期 積 金 ６か月以上７年以内

漁協組合員限定の退職金作りや不慮の災害に備えるための積み立てで
す。水揚げ代金からの天引き振替、または毎月一定金額を振替して積み
立てを行います。

毎月一定額を普通貯金等から自動振替、および任意の窓口入金ができま
す。

〈　Ⅰ　型　〉

〈　Ⅱ　型　〉

毎月一定額または目標額を定めて特定の期間、積み立てていくもので、
目的をもった貯蓄に適しています。

１　円

残高が１０万円、又は３０万円という基本要件となる預かり単位があり
ます。

－

小切手や手形によるお支払いの決済口座としてご利用いただけます。 －

１００円

７日以上 ５万円

毎月一定の日に一定の金額積み立てる定額型と、預入期間内に自由に積
立てる自由型の２種類から選べます。

１　円

１　円

１　円

１　円

１　円

１　円

〈複　利　型〉

１　円

１　円

７日間以上で短期の資金運用には最適です。お引き出しは２日前までに
ご連絡が必要です。

－

１００円

１００円

〈２年定期型〉

通 知 貯 金

定額型:１,２,３,４,５年
自由型:１～５年

いつでも出し入れができ、自動支払・自動受取もご利用になれます。
キャッシュカードと合わせて、サイフがわりにご利用下さい。又、デ
ビットカードとして加盟店への支払いがカードで可能となります。

１か月以上５年以内

１か月以上５年以内

１年,２年,３年

１　円

－

－

最長３年
(据置期間１年)

１　円

１年以上

１年以上

２年定期型。口座振替による積み立てのほか、自由に積み立てできま
す。１回の預入を２年定期としてお預かりし、全額解約のほか特定の預
入を指定した一部払い出しができます。

解約のお申出まで無期
限または１年以上１０
年以内の指定日まで

複利型。口座振替による積み立てのほか、自由に積み立てできます。１
回の預入を期日指定定期としてお預かりし、全額解約のほか自由に一部
払い出しができます。（預入日からの期間によっては、お申し出の金額
より多く払い出しされる場合があります。）

解約のお申出まで無期
限または１年以上１０
年以内の指定日まで

１,０００万円

自由金利型定期貯金
（期日指定定期）

自由金利型定期貯金
（スーパー定期）

自由金利型定期貯金
（大口定期）

変動金利定期貯金

最最低低預預入入額額

１　円
預入から半年ごとにその時の金利を適用し、６か月複利で運用すること
も出来、とても有利な定期貯金です。

個人のものは、マル優の取り扱いが可能です。

３００万円未満の資金を、１年ごとに複利計算するため利回りの有利な
貯金となります。１年以上経過すれば、全額又は元金の一部（１万円以
上）をご希望の日にお引き出しできます。
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１１１１

支支払払うう・・受受けけ取取るる！！ （各種決済サービス）

漁業水揚代金の受け取りや、各種公共料金（電気・電話・ＮＨＫ等）の口座振替、年金のお

受け取りにご利用下さい。

キキャャッッシシュュササーービビスス！！ （全国ネットで入出金）

キャッシュカードを使って、全国の漁協や信漁連はもとより、ゆうちょ銀行並びに他金融機

関およびコンビニ （セブンイレブン・ローソン・イーネット）での入出金サービス等が

受けられます。

借借りりるる！！ （各種水産制度資金の他、各種ローンを取扱いしています）

○○貸貸出出商商品品一一覧覧表表

※ ご利用の際の留意事項

○　商品やサービスにつきましては窓口でおたずねいただく等、よくご確認の上ご利用ください。

○　ローン等のご利用に際しましては、ご契約上の規定、ご返済方法、ご利用限度額、現在のご利用額等にご留意ください。　　　

○　その他漁協・系統職員向けローン（ ローン）や連帯保証人付一般ローン等も取扱いしています。

沖縄振興開発金融公庫
各資金の種類
●農林漁業資金　●住宅資金　●教育資金

随時返済型　３００万円
特定返済型　　５０万円

代代　　理理　　業業　　務務

株 日本政策金融公庫

各資金の種類

●漁業基盤整備資金　●漁船資金　●沿岸漁業経営安定資金　●漁業経営改善支援資金

●水産加工資金　●施設資金　●振興山村・過疎地域経営改善資金　●教育資金

※ なお、この外にも目的に応じた制度資金がございます。

漁 業 近 代 化 資 金

一 般 資 金
会員、会員の組合員、会員以外の者が、事業の経営並びに生活等に必
とする　資金です。

ロロ ーー ンン 名名

急な出費なども安心してご利用いただけます。

ごご 融融 資資 額額

各 種 ロ ー ン
１０万円～５ ０００万円
資金使途により異なります

カ ー ド ロ ー ン

漁業者が資本装備の高度化及び経営の近代化を図るために必要な資金を国及び県の助成（利子補
給）により低利で融資いたします。

ご利用方法は自由な資金です。

資金毎に定めております。

特特　　　　　　　　　　　　　　　　　　色色

住宅・マイカー・教育・リフォーム・その他目的・フリーローン他

会員の組合員等の生活に必要とする資金です。

制制　　度度　　資資　　金金

種種 類類 制制　　　　度度　　　　のの　　　　趣趣　　　　旨旨

１１００

《《《《商商商商品品品品・・・・ササササーーーービビビビススススののののごごごご案案案案内内内内》》》》

☆☆ササーービビスス・・そそのの他他

貯貯めめるる！！

○○貯貯金金商商品品一一覧覧表表

※　商品やサービスにつきましては窓口でおたずねいただく等、よくご確認の上ご利用ください。

貯 蓄 貯 金

新
型
積
立
定
期
貯
金

普 通 貯 金

決 済 用 普 通 貯 金
無利息、要求払いであり、いつでも払い出しが可能です。口座振替や各
種代金の引き落としなどの決済サービスもご利用いただけ、貯金保険制
度により全額が保護されます。

積 立 定 期 貯 金

当 座 貯 金

定

期

貯

金

普通貯金と定期貯金及び定期積金が1冊の通帳でご利用になれます。公
共料金などの自動支払や給与・年金などの自動受取、さらに預入定期貯
金、定期積金合計額の９０％、最高９００万円迄の融資がご利用にな
れ、大変便利です。

総 合 口 座 －

貯貯 金金 名名 期期　　　　　　　　間間特特　　　　　　　　　　　　　　　　　　色色

預かり金利が最も高く、預入金額が大口であるほど高金利となっていま
す。

納 税 準 備 貯 金
利息には、所得税はかからないが、租税納付以外の目的で払い戻した場
合は、その払戻日が属する利息計算期間中の利息は課税されます。

定 期 積 金 ６か月以上７年以内

漁協組合員限定の退職金作りや不慮の災害に備えるための積み立てで
す。水揚げ代金からの天引き振替、または毎月一定金額を振替して積み
立てを行います。

毎月一定額を普通貯金等から自動振替、および任意の窓口入金ができま
す。

〈　Ⅰ　型　〉

〈　Ⅱ　型　〉

毎月一定額または目標額を定めて特定の期間、積み立てていくもので、
目的をもった貯蓄に適しています。

１　円

残高が１０万円、又は３０万円という基本要件となる預かり単位があり
ます。

－

小切手や手形によるお支払いの決済口座としてご利用いただけます。 －

１００円

７日以上 ５万円

毎月一定の日に一定の金額積み立てる定額型と、預入期間内に自由に積
立てる自由型の２種類から選べます。

１　円

１　円

１　円

１　円

１　円

１　円

〈複　利　型〉

１　円

１　円

７日間以上で短期の資金運用には最適です。お引き出しは２日前までに
ご連絡が必要です。

－

１００円

１００円

〈２年定期型〉

通 知 貯 金

定額型:１,２,３,４,５年
自由型:１～５年

いつでも出し入れができ、自動支払・自動受取もご利用になれます。
キャッシュカードと合わせて、サイフがわりにご利用下さい。又、デ
ビットカードとして加盟店への支払いがカードで可能となります。

１か月以上５年以内

１か月以上５年以内

１年,２年,３年

１　円

－

－

最長３年
(据置期間１年)

１　円

１年以上

１年以上

２年定期型。口座振替による積み立てのほか、自由に積み立てできま
す。１回の預入を２年定期としてお預かりし、全額解約のほか特定の預
入を指定した一部払い出しができます。

解約のお申出まで無期
限または１年以上１０
年以内の指定日まで

複利型。口座振替による積み立てのほか、自由に積み立てできます。１
回の預入を期日指定定期としてお預かりし、全額解約のほか自由に一部
払い出しができます。（預入日からの期間によっては、お申し出の金額
より多く払い出しされる場合があります。）

解約のお申出まで無期
限または１年以上１０
年以内の指定日まで

１,０００万円

自由金利型定期貯金
（期日指定定期）

自由金利型定期貯金
（スーパー定期）

自由金利型定期貯金
（大口定期）

変動金利定期貯金

最最低低預預入入額額

１　円
預入から半年ごとにその時の金利を適用し、６か月複利で運用すること
も出来、とても有利な定期貯金です。

個人のものは、マル優の取り扱いが可能です。

３００万円未満の資金を、１年ごとに複利計算するため利回りの有利な
貯金となります。１年以上経過すれば、全額又は元金の一部（１万円以
上）をご希望の日にお引き出しできます。

11



１１２２

業 績

    

令和４年度は、コロナ禍の影響に加え、燃油価格や資材等が高騰するなど漁業を取り巻く

環境が厳しさを増す中ではございましたが、会員漁協並びに関係各位のご支援・ご協力によ

りまして、合併２年目の事業年度を締めくくることができました。

本年１月に発生した本会長崎統括支店のコンピュータシステムへの不正アクセスにより、

組合員・利用者の個人情報が流出した可能性があることが判明いたしました。会員並びに利

用者の皆様には、大変なご心配とご迷惑をおかけし、改めて深くお詫び申し上げます。

今後、このような事態を二度と発生させないように、個人情報の取扱いやセキュリティー

の強化を含めた再発防止に役職員一丸となって取り組んで参ります。

「漁協経営サポート室」が核となり浜に出向く体制を構築し、組合員・会員を中心とする

水産関係者に対し、円滑な資金供給を図るとともに、漁業現場の課題・ニーズ等に応対しま

した。貯金・貸出業務の推進については、漁業経営サポート室担当者会議・事業推進会議・

担当者会議など各種会議を通して、各県のノウハウを蓄積・共有するとともに、統一キャン

ペーンの実施や統一リーフレット等の推進資材を作成し各事業の推進を強化しました。

また、各県域毎に月次実績検討会の開催し、全県共通した 管理のもと事業量の積

上げを行いました。

貯金業務については、本年度は各県域において「懸賞品付き定期貯金キャンペーン」を展

開したことに加え、公金や各種団体等の大口定期貯金の受入れにより、年度末残高は前年度

から 億円増加し 億円となりました。

また、年間平均残高は前年度比で 億円増加の 億円で事業計画（ 億円）

を 億円上回る実績となりました。

貸出業務については、漁船リース・新リース事業等を中心に漁業者の資金需要に応えたこ

とに加え、生活資金については、全県統一のキャンペーンを展開するとともに、大口の会員

や地公体向け貸出金の獲得や系統シンジケートローン等にも取り組み、年度末残高は前年度

から 億円増加し、 億円となりました。

また、年間平均残高は前年度比で 億円増加の 億円で事業計画（ 億円）

を 億円上回る実績となりました。

県域取組事項としては、貯金については、年間４回の特別推進運動（佐賀）、年度末貯蓄

推進運動（沖縄）など漁協と連携し一体的な貯蓄推進を実践しました。

また、県域独自キャンペーンを実施（福岡・佐賀・長崎・沖縄）し、貯金の増加・平均残

高の底上げに努めました。

貸出金については、会員等と連携し推進体制を構築し融資推進を実施しました。

会員等と連携した取組みにより大口の施設資金を獲得（福岡・佐賀・沖縄）、行政等との

連携では県単資金の創設（佐賀）など関係団体等と連携した取組みを展開しました。

また、県域独自キャンペーン（福岡・佐賀・長崎・宮崎・鹿児島）を実施し、貸出金残高

の伸長に努めました。

農林中央金庫の奨励金措置引下げがあったが、特別配当金の受入及び事業管理費の節減に

努めた結果、計画を上回る当期剰余金を計上することが出来ました。

自己資本比率については、資本の増加により前年度比 ポイント上昇し、 ％と

なりました。

業　　績
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１１３３

貸 借 対 照 表
単位：百万円

資資 産産 のの 部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 負負債債・・純純資資産産のの部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

現現 金金 貯貯 金金

預預 けけ 金金 当 座 貯 金

系 統 預 け 金 普 通 貯 金

系統外預け金 納税準備貯金

譲渡性預け金 貯 蓄 貯 金

有有 価価 証証 券券 通 知 貯 金

国 債 別 段 貯 金

地 方 債 定 期 貯 金

政 府 保 証 債 積立定期貯金

金 融 債 定 期 積 金

社 債 譲譲 渡渡 性性 貯貯 金金

外 国 証 券 借借 用用 金金

株 式 代代理理業業務務勘勘定定

受 益 証 券 そそ のの 他他 負負 債債

貸貸 出出 金金 貸 付 留 保 金

手 形 貸 付 金 未払法人税等

証 書 貸 付 金 従業員預り金

当 座 貸 越 未決済為替借

金融機関貸付 未 払 費 用

割 引 手 形 前 受 収 益

そそ のの 他他 資資 産産 リ ー ス 債 務

未決済為替貸 資産除去債務

前 払 費 用 その他の負債

未 収 収 益 諸諸 引引 当当 金金

その他の資産 賞 与 引 当 金

固固 定定 資資 産産 退職給付引当金

有形固定資産

無形固定資産

役員退職慰労引当金

情報セキュリティー対策引当金

外外 部部 出出 資資 繰繰延延税税金金負負債債

長長期期前前払払費費用用 債債 務務 保保 証証

繰繰延延税税金金資資産産 負負 債債 のの 部部 計計

債債務務保保証証見見返返 会会 員員 資資 本本

貸貸 倒倒 引引 当当 金金 △△ △△ 出出 資資 金金

出出資資払払込込金金（（普普通通））

資資 本本 準準 備備 金金

再再評評価価積積立立金金

利利 益益 剰剰 余余 金金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

うち任意積立金

当期未処分剰余金

うち当期剰余金

評評価価・・換換算算差差額額等等

その他有価証券評価差額金

純純 資資 産産 のの 部部 計計

資資 産産 のの 部部 合合 計計 負負債債及及びび純純資資産産のの部部合合計計

１１２２

業 績

    

令和４年度は、コロナ禍の影響に加え、燃油価格や資材等が高騰するなど漁業を取り巻く

環境が厳しさを増す中ではございましたが、会員漁協並びに関係各位のご支援・ご協力によ

りまして、合併２年目の事業年度を締めくくることができました。

本年１月に発生した本会長崎統括支店のコンピュータシステムへの不正アクセスにより、

組合員・利用者の個人情報が流出した可能性があることが判明いたしました。会員並びに利

用者の皆様には、大変なご心配とご迷惑をおかけし、改めて深くお詫び申し上げます。

今後、このような事態を二度と発生させないように、個人情報の取扱いやセキュリティー

の強化を含めた再発防止に役職員一丸となって取り組んで参ります。

「漁協経営サポート室」が核となり浜に出向く体制を構築し、組合員・会員を中心とする

水産関係者に対し、円滑な資金供給を図るとともに、漁業現場の課題・ニーズ等に応対しま

した。貯金・貸出業務の推進については、漁業経営サポート室担当者会議・事業推進会議・

担当者会議など各種会議を通して、各県のノウハウを蓄積・共有するとともに、統一キャン

ペーンの実施や統一リーフレット等の推進資材を作成し各事業の推進を強化しました。

また、各県域毎に月次実績検討会の開催し、全県共通した 管理のもと事業量の積

上げを行いました。

貯金業務については、本年度は各県域において「懸賞品付き定期貯金キャンペーン」を展

開したことに加え、公金や各種団体等の大口定期貯金の受入れにより、年度末残高は前年度

から 億円増加し 億円となりました。

また、年間平均残高は前年度比で 億円増加の 億円で事業計画（ 億円）

を 億円上回る実績となりました。

貸出業務については、漁船リース・新リース事業等を中心に漁業者の資金需要に応えたこ

とに加え、生活資金については、全県統一のキャンペーンを展開するとともに、大口の会員

や地公体向け貸出金の獲得や系統シンジケートローン等にも取り組み、年度末残高は前年度

から 億円増加し、 億円となりました。

また、年間平均残高は前年度比で 億円増加の 億円で事業計画（ 億円）

を 億円上回る実績となりました。

県域取組事項としては、貯金については、年間４回の特別推進運動（佐賀）、年度末貯蓄

推進運動（沖縄）など漁協と連携し一体的な貯蓄推進を実践しました。

また、県域独自キャンペーンを実施（福岡・佐賀・長崎・沖縄）し、貯金の増加・平均残

高の底上げに努めました。

貸出金については、会員等と連携し推進体制を構築し融資推進を実施しました。

会員等と連携した取組みにより大口の施設資金を獲得（福岡・佐賀・沖縄）、行政等との

連携では県単資金の創設（佐賀）など関係団体等と連携した取組みを展開しました。

また、県域独自キャンペーン（福岡・佐賀・長崎・宮崎・鹿児島）を実施し、貸出金残高

の伸長に努めました。

農林中央金庫の奨励金措置引下げがあったが、特別配当金の受入及び事業管理費の節減に

努めた結果、計画を上回る当期剰余金を計上することが出来ました。

自己資本比率については、資本の増加により前年度比 ポイント上昇し、 ％と

なりました。

貸借対照表
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１１５５

【【特特別別会会計計】】

貸 借 対 照 表
単位：百万円

資資 産産 のの 部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 負負債債・・純純資資産産のの部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

現現 金金 貯貯 金金

預預 けけ 金金 当 座 貯 金

系 統 預 け 金 普 通 貯 金

系統外預け金 納税準備貯金

譲渡性預け金 貯 蓄 貯 金

有有 価価 証証 券券 別 段 貯 金

国 債 定 期 貯 金

地 方 債 積立定期貯金

政 府 保 証 債 定 期 積 金

金 融 債 譲譲 渡渡 性性 貯貯 金金

社 債 借借 用用 金金

外 国 証 券 代代理理業業務務勘勘定定

株 式 そそ のの 他他 負負 債債

受 益 証 券 貸 付 留 保 金

貸貸 出出 金金 未払法人税等

手 形 貸 付 金 従業員預り金

証 書 貸 付 金 未決済為替借

当 座 貸 越 未 払 費 用

金融機関貸付 前 受 収 益

割 引 手 形 その他の負債

そそ のの 他他 資資 産産 諸諸 引引 当当 金金

未決済為替貸 賞 与 引 当 金

前 払 費 用 退職給付引当金

未 収 収 益 役員退職慰労引当金

その他の資産 繰繰延延税税金金負負債債

固固 定定 資資 産産 債債 務務 保保 証証

有形固定資産（業務） 負負 債債 のの 部部 計計

有形固定資産（業務外）

無形固定資産（業務）

無形固定資産（業務外） 沿沿岸岸漁漁業業振振興興

外外 部部 出出 資資 特特 別別 勘勘 定定

長長期期前前払払費費用用

繰繰延延税税金金資資産産 次次年年度度繰繰越越金金

債債務務保保証証見見返返

貸貸 倒倒 引引 当当 金金 純純 資資 産産 のの 部部 計計

資資 産産 のの 部部 合合 計計 負負債債及及びび純純資資産産のの部部合合計計

１１４４

損 益 計 算 書
単位：百万円

科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経経 常常 収収 益益 そそのの他他事事業業費費用用

資資 金金 運運用用 収収 益益 融 資 保 険 料

貸 出 金 利 息 支 払 助 成 金

預 け 金 利 息 国債等債券売却損

有価証券利息配当金 国債等債券償却

受 入 雑 利 息 事 業 推 進 費

受 取 奨 励 金 債 権 管 理 費

受取特別配当金 事事 業業 管管 理理 費費

役役務務取取引引等等収収益益 そそのの他他経経常常費費用用

内国為替受入手数料 貸倒引当金繰入

その他受入手数料 株式等売却損

その他役務取引等収益 株 式 等 償 却

そそのの他他事事業業収収益益 貸 出 金 償 却

受取出資配当金 雑 損 失

受 取 助 成 金 その他の経常費用

国債等債券償還益 経経 常常 利利 益益

そそのの他他経経常常収収益益 特特 別別 利利 益益

株式等売却益 固定資産処分益

貸倒引当金戻入益 受 入 補 助 金

繰入教育情報資金 その他の特別利益

その他の経常収益 特特 別別 損損 失失

経経 常常 費費 用用 固定資産処分損

資資 金金 調調達達 費費 用用 固定資産圧縮損

貯 金 利 息 減 損 損 失

借 用 金 利 息 その他の特別損失

支 払 雑 利 息 税税引引前前当当期期利利益益

給付補填備金繰入 法法人人税税・・住住民民税税及及びび事事業業税税

役役務務取取引引等等費費用用 法法人人税税等等調調整整額額 △△ ３３

内国為替支払手数料 当当 期期 剰剰 余余 金金

その他支払手数料 当当期期首首繰繰越越剰剰余余金金

その他役務取引等費用 電電算算積積立立準準備備金金取取崩崩額額

当当期期未未処処分分剰剰余余金金

損益計算書
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１１５５

【【特特別別会会計計】】

貸 借 対 照 表
単位：百万円

資資 産産 のの 部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 負負債債・・純純資資産産のの部部 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

現現 金金 貯貯 金金

預預 けけ 金金 当 座 貯 金

系 統 預 け 金 普 通 貯 金

系統外預け金 納税準備貯金

譲渡性預け金 貯 蓄 貯 金

有有 価価 証証 券券 別 段 貯 金

国 債 定 期 貯 金

地 方 債 積立定期貯金

政 府 保 証 債 定 期 積 金

金 融 債 譲譲 渡渡 性性 貯貯 金金

社 債 借借 用用 金金

外 国 証 券 代代理理業業務務勘勘定定

株 式 そそ のの 他他 負負 債債

受 益 証 券 貸 付 留 保 金

貸貸 出出 金金 未払法人税等

手 形 貸 付 金 従業員預り金

証 書 貸 付 金 未決済為替借

当 座 貸 越 未 払 費 用

金融機関貸付 前 受 収 益

割 引 手 形 その他の負債

そそ のの 他他 資資 産産 諸諸 引引 当当 金金

未決済為替貸 賞 与 引 当 金

前 払 費 用 退職給付引当金

未 収 収 益 役員退職慰労引当金

その他の資産 繰繰延延税税金金負負債債

固固 定定 資資 産産 債債 務務 保保 証証

有形固定資産（業務） 負負 債債 のの 部部 計計

有形固定資産（業務外）

無形固定資産（業務）

無形固定資産（業務外） 沿沿岸岸漁漁業業振振興興

外外 部部 出出 資資 特特 別別 勘勘 定定

長長期期前前払払費費用用

繰繰延延税税金金資資産産 次次年年度度繰繰越越金金

債債務務保保証証見見返返

貸貸 倒倒 引引 当当 金金 純純 資資 産産 のの 部部 計計

資資 産産 のの 部部 合合 計計 負負債債及及びび純純資資産産のの部部合合計計

１１４４

損 益 計 算 書
単位：百万円

科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経経 常常 収収 益益 そそのの他他事事業業費費用用

資資 金金 運運用用 収収 益益 融 資 保 険 料

貸 出 金 利 息 支 払 助 成 金

預 け 金 利 息 国債等債券売却損

有価証券利息配当金 国債等債券償却

受 入 雑 利 息 事 業 推 進 費

受 取 奨 励 金 債 権 管 理 費

受取特別配当金 事事 業業 管管 理理 費費

役役務務取取引引等等収収益益 そそのの他他経経常常費費用用

内国為替受入手数料 貸倒引当金繰入

その他受入手数料 株式等売却損

その他役務取引等収益 株 式 等 償 却

そそのの他他事事業業収収益益 貸 出 金 償 却

受取出資配当金 雑 損 失

受 取 助 成 金 その他の経常費用

国債等債券償還益 経経 常常 利利 益益

そそのの他他経経常常収収益益 特特 別別 利利 益益

株式等売却益 固定資産処分益

貸倒引当金戻入益 受 入 補 助 金

繰入教育情報資金 その他の特別利益

その他の経常収益 特特 別別 損損 失失

経経 常常 費費 用用 固定資産処分損

資資 金金 調調達達 費費 用用 固定資産圧縮損

貯 金 利 息 減 損 損 失

借 用 金 利 息 その他の特別損失

支 払 雑 利 息 税税引引前前当当期期利利益益

給付補填備金繰入 法法人人税税・・住住民民税税及及びび事事業業税税

役役務務取取引引等等費費用用 法法人人税税等等調調整整額額 △△ ３３

内国為替支払手数料 当当 期期 剰剰 余余 金金

その他支払手数料 当当期期首首繰繰越越剰剰余余金金

その他役務取引等費用 電電算算積積立立準準備備金金取取崩崩額額

当当期期未未処処分分剰剰余余金金

貸借対照表

15



１１６６

【【【【特特特特別別別別会会会会計計計計】】】】

損 益 計 算 書
単位：百万円

科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経経 常常 収収 益益 そそのの他他事事業業費費用用

資資 金金 運運用用 収収 益益 融 資 保 険 料

貸 出 金 利 息 支 払 助 成 金

預 け 金 利 息 国債等債券売却損

有価証券利息配当金 国債等債券償還損

受 入 雑 利 息 事 業 推 進 費

受 取 奨 励 金 債 権 管 理 費

受取特別配当金 事事 業業 管管 理理 費費

役役務務取取引引等等収収益益 そそのの他他経経常常費費用用

受入為替手数料 貸倒引当金繰入

その他受入手数料 貸 出 金 償 却

その他役務取引等収益 その他の経常費用

そそのの他他事事業業収収益益 経経 常常 利利 益益 △△ △△

受取出資配当金 特特 別別 利利 益益

受 取 助 成 金 固定資産処分益

国債等債券売却益 貸倒引当金戻入益

国債等債券償還益 貸倒引当金戻入

そそのの他他経経常常収収益益 その他の特別利益

株式等売却益 特特 別別 損損 失失

貸倒引当金戻入益 役員退任手当

その他の経常利益 固定資産処分損

経経 常常 費費 用用 過年度役員退職慰労引当金繰入

資資 金金 調調達達 費費 用用 その他の特別損失

貯 金 利 息 税税引引前前当当期期利利益益

借 用 金 利 息 法法人人税税・・住住民民税税及及びび事事業業税税

支 払 雑 利 息 法法人人税税等等調調整整額額

支 払 奨 励 金 当当 期期 剰剰 余余 金金

給付補填備金繰入 当当期期首首繰繰越越剰剰余余金金

役役務務取取引引等等費費用用 電電算算対対策策積積立立金金取取崩崩額額

内国為替支払手数料 当当期期未未処処分分剰剰余余金金

その他支払手数料 前前年年度度繰繰越越金金戻戻入入

その他役務取引等費用 次次年年度度繰繰越越金金繰繰入入

損益計算書
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１１７７

注 記 表

ⅠⅠ．．継継続続組組合合のの前前提提にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅡⅡ．．重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

１．有価証券（外部出資含む）の評価基準及び評価方法は以下の通りです。

）満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっております。

）市場価格のあるその他有価証券については、時価法です。

）市場価格のないその他有価証券は、移動平均法による原価法です。

）その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．固定資産の減価償却の方法は以下の通りです。

有形固定資産（リース資産を除く）

１ 減価償却資産の償却方法は定率法です。

２ 平成１０年４月１日以降取得の建物の償却方法は定額法です。

３ 平成２８年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物の償却方法は定額法です。

４ 取得価格 万円以上 万円未満の一括償却資産については、 年間で均等償却を行っております。

５ 平成１５年４月１日以降に取得した３０万円未満の少額減価償却資産については取得時に費用処理しております。

６）耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

１）当会利用ソフトウェアについては当会における利用可能期間（ 年）に基づく定額法により償却しております。

３．引当金の計上基準は以下の通りです。

１ 貸倒引当金は、資産自己査定実施要領、経理規程及び引当償却基準に則り、以下の通り計上しております。

破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権及びそれと同

等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、帳簿価額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」

という）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し、必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき算定した予想損失額

を計上しております。

すべての債権は、資産自己査定実施要領に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しております。

２ 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（当事業年度末時点の自己都

合要支給額を退職給付債務とする簡便法）に基づき、必要額を計上しております。

３ 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち当事業年度に帰属する額

を計上しております。

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金支出に備えるため、支給規程に基づく当事業年度末の要支給額を計上して

おります。

） 情報セキュリティー対策引当金は、情報セキュリティー対策の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。

４．リース取引の処理方法は次の通りです。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、重要性の乏しいものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 年 月 日前に開始する事業年

度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

５．収益及び費用の計上基準は次の通りです。

当会は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 号 年 月 日）及び「収益認識に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 年 月 日）を適用しており、約束した財はサービスの支配

が利用者等に移転した時点で、もしくは移転するにつれて当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識しております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式です。

ⅢⅢ．．会会計計方方針針のの変変更更にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅣⅣ．．表表示示方方法法のの変変更更にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅤⅤ．．会会計計上上のの見見積積りりにに関関すするる注注記記

１．繰延税金資産の回収可能性

）当事業年度の財務諸表に計上した金額 円

※貸借対照表上では繰延税金負債と相殺して表示しているため、繰延税金資産の表記はありません。

）その他の情報

繰延税金資産の計上は、翌事業年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積り額を限度として行っ

ております。

１１６６

【【【【特特特特別別別別会会会会計計計計】】】】

損 益 計 算 書
単位：百万円

科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 科科 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経経 常常 収収 益益 そそのの他他事事業業費費用用

資資 金金 運運用用 収収 益益 融 資 保 険 料

貸 出 金 利 息 支 払 助 成 金

預 け 金 利 息 国債等債券売却損

有価証券利息配当金 国債等債券償還損

受 入 雑 利 息 事 業 推 進 費

受 取 奨 励 金 債 権 管 理 費

受取特別配当金 事事 業業 管管 理理 費費

役役務務取取引引等等収収益益 そそのの他他経経常常費費用用

受入為替手数料 貸倒引当金繰入

その他受入手数料 貸 出 金 償 却

その他役務取引等収益 その他の経常費用

そそのの他他事事業業収収益益 経経 常常 利利 益益 △△ △△

受取出資配当金 特特 別別 利利 益益

受 取 助 成 金 固定資産処分益

国債等債券売却益 貸倒引当金戻入益

国債等債券償還益 貸倒引当金戻入

そそのの他他経経常常収収益益 その他の特別利益

株式等売却益 特特 別別 損損 失失

貸倒引当金戻入益 役員退任手当

その他の経常利益 固定資産処分損

経経 常常 費費 用用 過年度役員退職慰労引当金繰入

資資 金金 調調達達 費費 用用 その他の特別損失

貯 金 利 息 税税引引前前当当期期利利益益

借 用 金 利 息 法法人人税税・・住住民民税税及及びび事事業業税税

支 払 雑 利 息 法法人人税税等等調調整整額額

支 払 奨 励 金 当当 期期 剰剰 余余 金金

給付補填備金繰入 当当期期首首繰繰越越剰剰余余金金

役役務務取取引引等等費費用用 電電算算対対策策積積立立金金取取崩崩額額

内国為替支払手数料 当当期期未未処処分分剰剰余余金金

その他支払手数料 前前年年度度繰繰越越金金戻戻入入

その他役務取引等費用 次次年年度度繰繰越越金金繰繰入入

注記表
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１１８８

翌事業年度以降の課税所得の見積りについては、令和 年 月に作成した合併経営計画を基礎として、当連合会が将

来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っております。

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境および連合会の経営状況の影響を受けます。よって、実際に課税所

得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合には、翌事業年度以降の財務諸表において認識する繰延税金資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の財務諸表において認識する繰延

税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損

当事業年度の財務諸表に計上した金額 円

その他の情報

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価格を比較す

ることにより、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しております。

減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産または資産グループのキャッシュ・

インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としてお

ります。

固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フローについては、令和 年 月に作成した合併経営計画を

基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引率等については、一定の仮定を設定して算出し

ております。

これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び連合会の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与

える可能性があります。

ⅥⅥ．．会会計計上上のの見見積積りりのの変変更更にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅦⅦ．．誤誤謬謬のの訂訂正正にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅧⅧ．．貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

１．有形固定資産の減価償却累計額は 円です。圧縮記帳累計額は 円（うち、当期圧縮記帳額

は 円）です。

２ 貸借対照表に計上した固定資産のほか、一部についてはリース契約により使用しております。

３．担保に供している資産は、以下の通りです。

担保に供している資産 系統預け金 円

系統外預け金 円

担保資産に対応する債務 未決済為替 円

公金収納取引 円

上記のうち系統預け金は、為替決済等の取引の担保として、また、系統外預け金は公金収納事務の担保として差し入れており

ます。

４．理事、監事及び経営管理委員に対する金銭債権の総額は、 円です。

５．理事、監事及び経営管理委員に対する金銭債務の総額は、 円です。

６．リスク管理債権の内訳は以下の通りです。

１ 債権のうち、破綻更生債権額及びこれらに準ずる債権額は 円、危険債権額は 円です。

なお、破綻更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続き開始、更生手続き開始、再生手続き開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く。）です。

２ 債権のうち三月以上延滞債権額は 円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債権で、破綻更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものです。

３ 債権のうち、貸出条件緩和債権額は 円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険

債権及び三月以上延滞債権に該当しないものです。

４ 破綻更生債権額及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

円です。

なお、上記１）から４）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、 円
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であります。このうち原契約期間が 年以内のものが 円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来の

キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的

に予め定めている内部手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお

ります。

情報セキュリティー対策引当金は、サイバー攻撃により顧客の個人情報が漏えいしたことに伴い、顧客へのお詫び文書の

発送費用及び顧客からのお問い合わせ対策費用、並びに個人情報漏えいに対する調査費用等の支出に備えるため、今後発

生すると見込まれる金額を計上しております。

．特別会計にかかる会計処理は、沖縄沿岸漁業振興特別資金貸付実施要領「昭和 年 月 日付水漁発第 号農林

事務次官依命通達（改正：平成 年 月 日付水漁発第 号農林事務次官依命通達）」により行っております。

ⅨⅨ．．損損益益計計算算書書にに関関すするる注注記記

１． 当事業年度において固定資産の減損損失を以下の通り特別損失に計上しました。

１  グルーピングの方法

業務用資産については、本店を共用資産とし、管理会計の最小区分である本店営業部門・統括支店単位でグルーピン

グしております。また、遊休資産及び賃貸資産については、物件毎に個別の資産グループとしております。

２  当事業年度において減損損失を認識した資産又は資産グループ

場所 用途 種類 減損損失

佐賀市西与賀町大字厘外 有形固定資産（業務外） 土地 円（土地 円）

（佐賀統括支店管内）

３  減損損失の認識に至った経緯

当該資産は土地の時価は著しく減少しているため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として

認識しております。

） 回収可能価額の算定方法

当該資産の回収可能価額については正味売却価額としており、正味売却価額は不動産鑑定評価額に基づき算定してお

ります。

２．その他特別損失は、サイバー攻撃により顧客の個人情報が漏えいしたことに伴い、顧客へのお詫び文書の発送費用及び顧

客からのお問い合わせ対策費用、並びに個人情報漏えいに対する調査費用 円（うち情報セキュリティー対

策引当金 円）を計上しております。

．特別会計にかかる会計処理は、沖縄沿岸漁業振興特別資金貸付実施要領「昭和 年 月 日付水漁発第 号農林

事務次官依命通達（改正：平成 年 月 日付水漁発第 号農林事務次官依命通達）」により行っております。

ⅩⅩ．．金金融融商商品品にに関関すするる注注記記

１．金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針

当会は、福岡県、佐賀県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県を事業区域として、地元の漁業者等が組合員となってい

る各地の が会員となって運営されている協同組合金融機関であり、主に会員およびその組合員（以下、所属員という。）

に対して貯金の受入や事業資金の貸付等の信用事業を行っており、これに伴う金融商品を有しております。

当会は貯金を原資として、資金を必要とする所属員等に貸付を行っております。また、残った資金は農林中央金庫に預

け入れるほか、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価証券による運用を行っております。

２ 金融商品の内容及びそのリスク

当会が保有する金融資産は、取引先等に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は顧客の契約不履行によってもたら

される信用リスクに晒されております。決算日現在における貸出金のうち、 ％は水産業に対するものであり、当該水

産業をめぐる経済環境等の状況の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。また、有価証

券は主に債券、株式及び投資信託であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは、

発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

借入金については、「日銀成長基盤強化支援資金」として農林中央金庫から借り入れた証書借入金と、「日銀新型コロナ

ウイルス感染症対応金融支援特別オペレーションに基づく資金」として同金庫から借り入れた手形借入金です。

３ 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当会は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定しております。また、通常の貸出取引

については、本店に審査部を設置し、支店との連携を図りながら与信審査を行っております。審査に当たっては、取引先

のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定

を行っております。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っております。

不良債権については管理・回収方針を作成・実施し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸

倒引当金については「貸倒償却及び貸倒引当金の計上基準」に基づき必要額を計上し、資産および財務の健全化に努めて

おります。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総合企画部において信用情報や時価の把握を定期的に行うこととしており

ます。

② 市場リスクの管理

当会では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場リスクを的確に管理することにより、収益化及び財務の安定化を図

っております。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実

施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めております。

とりわけ有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当会の保有有価証券ポートフォリオ

の状況などを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層、運用担当部署（総合企画部）、リスク管理担

当部署（総合企画部）で構成する運用協議会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っております。運

用担当部署は、理事会で決定した運用方針及び運用協議会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買を行っていま

１１８８

翌事業年度以降の課税所得の見積りについては、令和 年 月に作成した合併経営計画を基礎として、当連合会が将

来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っております。

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境および連合会の経営状況の影響を受けます。よって、実際に課税所

得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合には、翌事業年度以降の財務諸表において認識する繰延税金資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の財務諸表において認識する繰延

税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損

当事業年度の財務諸表に計上した金額 円

その他の情報

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価格を比較す

ることにより、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しております。

減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産または資産グループのキャッシュ・

インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としてお

ります。

固定資産の減損の要否の判定において、将来キャッシュ・フローについては、令和 年 月に作成した合併経営計画を

基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、割引率等については、一定の仮定を設定して算出し

ております。

これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び連合会の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与

える可能性があります。

ⅥⅥ．．会会計計上上のの見見積積りりのの変変更更にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅦⅦ．．誤誤謬謬のの訂訂正正にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅧⅧ．．貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

１．有形固定資産の減価償却累計額は 円です。圧縮記帳累計額は 円（うち、当期圧縮記帳額

は 円）です。

２ 貸借対照表に計上した固定資産のほか、一部についてはリース契約により使用しております。

３．担保に供している資産は、以下の通りです。

担保に供している資産 系統預け金 円

系統外預け金 円

担保資産に対応する債務 未決済為替 円

公金収納取引 円

上記のうち系統預け金は、為替決済等の取引の担保として、また、系統外預け金は公金収納事務の担保として差し入れており

ます。

４．理事、監事及び経営管理委員に対する金銭債権の総額は、 円です。

５．理事、監事及び経営管理委員に対する金銭債務の総額は、 円です。

６．リスク管理債権の内訳は以下の通りです。

１ 債権のうち、破綻更生債権額及びこれらに準ずる債権額は 円、危険債権額は 円です。

なお、破綻更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続き開始、更生手続き開始、再生手続き開始の申立て等の事

由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態に至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く。）です。

２ 債権のうち三月以上延滞債権額は 円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債権で、破綻更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものです。

３ 債権のうち、貸出条件緩和債権額は 円です。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険

債権及び三月以上延滞債権に該当しないものです。

４ 破綻更生債権額及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

円です。

なお、上記１）から４）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の

限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、 円
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す。運用担当部署が行った取引についてはリスク管理担当部署が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定期的に

リスク量の測定を行い、経営層に報告しております。

当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品であります。当会において、主要なリスク変

数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」、「貯金」、「借入金」です。

当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の

変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が 上昇したものと想

定した場合には、経済価値が 円減少するものと把握しております。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮してお

りません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり

ます。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について四半期の資金計画を作成し安定的な流動性の確保に努めてい

ます。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上で重要な要素と位置付け、商品毎に異なる流動性を把握し

たうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っております。

４ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用して

いるため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。なお、市場価格のない出資等

は、次表には含めておりません（４．参照のこと）。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金

預け金

有価証券 △

満期保有目的の債券 △

その他有価証券

貸出金

貸倒引当金 △

資産計

貯金

借入金

負債計

その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 令和 年 月

日）第 項及び第 項の基準価格を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。

貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

３．金融商品の時価の算定方法

資 産

１ 預け金

満期のない預け金については、短期間で市場金利を反映するため、当該帳簿価額によっております。

満期のある固定金利の預け金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預け入れた場合に想定される預金金利で元

利金の合計額を割り引いた現在価値を算定しております。

２ 有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託については、公表されている基準価格によっております。

３ 貸出金

貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後大きく異なってい

ない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

一方、固定金利のうち証書貸付金によるものは、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を計上しているため、時価は、貸

出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（

以下 という）のレートで割り引いた額から決算日現在の貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算

定しております。

上記以外の手形貸付については、短期間で償還されることから、時価は簿価と近似しているものと想定されるため、帳

簿価額を時価としております。

また、延滞口座、特殊回収口座、期限の利益喪失口座については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担

保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現

在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

なお、貸出金のうち、当該貸付を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、

返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており

ます。
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２２１１

負 債

１ 貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。

また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、新規に貯金を受け入れる際に使用する利率で将来のキャッシ

ュ・フロー割り引いて現在価値を算定しております。

２）借入金

短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

長期借入金は固定金利によるものであり、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入

において想定される利率で割り引いた現在価値を算定しております。

４． 市場価格のない出資等は次の通りです。

（単位：円）

区分 貸借対照表計上額

① 系統出資

② 系統外出資

合計

５．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 （単位：円）

年以内
年超

年以内

年超

年以内

年超

年以内

年超

年以内
年超

預け金

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券の

うち満期があるもの

貸出金

合計

貸出金のうち、延滞口座、特殊回収口座、期限の利益喪失口座等の 円は、含めておりません。

なお、一部の金融機関向けの貸出金 円は 年超に含めております。

６．貯金、借入金その他の有利子負債の決算日後の返済予定額 （単位：円）

年以内
年超

年以内

年超

年以内

年超

年以内

年超

年以内
年超

貯金

借入金

合計

貯金のうち要求払貯金 円については、「 年以内」に含めて開示しております。

また、貯金のうち定期積金は元金のみ開示し、給付補てん備金については含めておりません。

ⅩⅩⅠⅠ．．有有価価証証券券にに関関すするる注注記記

１．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次の通りであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」「株式」「受益証

券」が含まれております。

満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額 社 債 円 円 円

を超えるもの

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額 社 債 円 円 △ 円

を超えないもの

合 計 円 円 △ 円

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価又は 貸借対照表 差額

償却原価 計上額

国 債 円 円 円

貸借対照表計上額が 地 方 債 円 円 円

取得原価又は償却原 社 債 円 円 円

価を超えるもの 株 式 円 円 円

受 益 証 券 円 円 円

小 計 円 円 円

２２００

す。運用担当部署が行った取引についてはリスク管理担当部署が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定期的に

リスク量の測定を行い、経営層に報告しております。

当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品であります。当会において、主要なリスク変

数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け金」、「貸出金」、「有価証券」、「貯金」、「借入金」です。

当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の

変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が 上昇したものと想

定した場合には、経済価値が 円減少するものと把握しております。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮してお

りません。また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があり

ます。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当会は、資金繰りリスクについては、運用・調達について四半期の資金計画を作成し安定的な流動性の確保に努めてい

ます。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上で重要な要素と位置付け、商品毎に異なる流動性を把握し

たうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っております。

４ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用して

いるため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。なお、市場価格のない出資等

は、次表には含めておりません（４．参照のこと）。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金

預け金

有価証券 △

満期保有目的の債券 △

その他有価証券

貸出金

貸倒引当金 △

資産計

貯金

借入金

負債計

その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 号 令和 年 月

日）第 項及び第 項の基準価格を時価とみなす取扱いを適用した投資信託が含まれております。

貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

３．金融商品の時価の算定方法

資 産

１ 預け金

満期のない預け金については、短期間で市場金利を反映するため、当該帳簿価額によっております。

満期のある固定金利の預け金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預け入れた場合に想定される預金金利で元

利金の合計額を割り引いた現在価値を算定しております。

２ 有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

投資信託については、公表されている基準価格によっております。

３ 貸出金

貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行後大きく異なってい

ない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

一方、固定金利のうち証書貸付金によるものは、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を計上しているため、時価は、貸

出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである翌日物金利スワップ（

以下 という）のレートで割り引いた額から決算日現在の貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算

定しております。

上記以外の手形貸付については、短期間で償還されることから、時価は簿価と近似しているものと想定されるため、帳

簿価額を時価としております。

また、延滞口座、特殊回収口座、期限の利益喪失口座については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担

保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現

在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

なお、貸出金のうち、当該貸付を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、

返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としており

ます。
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２２２２

取得原価又は 貸借対照表 差額

償却原価 計上額

国 債 円 円 円

貸借対照表計上額が 地 方 債 円 円 △ 円

取得原価又は償却原 社 債 円 円 △ 円

価を超えないもの 株 式 円 円 △ 円

受 益 証 券 円 円 △ 円

小 計 円 円 △ 円

合 計 円 円 円

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 円を減算した額 円が、「その他有価証券評

価差額金」に含まれております。

当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。

当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

ⅩⅩⅡⅡ．．退退職職給給付付にに関関すするる注注記記

１．退職給付債務等の内容は以下の通りです。

１ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、職員退職給付規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。なお、退職給付引

当金及び退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成 年 月

日）に基づき、簡便法により行っております。

２ 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

３ 退職給付債務及び貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 円

退職給付引当金 円

４ 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円

２．福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法

等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金 円を含めて計上しております。

なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は

千円となっております。

ⅩⅩⅢⅢ．．税税効効果果会会計計にに関関すするる注注記記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は、以下の通りです。

繰延税金資産

賞 与 引 当 金 超 過 額 円

退 職 給 付 引 当 金 超 過 額 円

減 価 償 却 限 度 超 過 額 円

貸 付 金 未 収 利 息 不 計 上 額 円

貸 倒 引 当 金 超 過 額 円

資 産 除 去 債 務 円

株 式 等 償 却 円

固 定 資 産 減 損 （ 土 地 ） 円

情報セキュリティー対策引当 円

そ の 他 円

繰延税金資産 小計 円

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △ 円

評価性引当額 小計（ ） △ 円

繰延税金資産合計 円

繰延税金負債

資 産 除 去 債 務 に 対 す る 資 産 △ 円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 円

繰延税金負債合計 △ 円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異はありません。

ⅩⅩⅣⅣ．．賃賃貸貸等等不不動動産産にに関関すするる注注記記

該当する重要な事項はありません。

ⅩⅩⅤⅤ．．リリーーススにによよりり使使用用すするる固固定定資資産産にに関関すするる注注記記

該当ありません。
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２２３３

ⅩⅩⅥⅥ．．資資産産除除去去債債務務にに関関すするる注注記記

１．当連合会は、平成 年 月 日付土地貸借契約証書に基づき、鹿児島県水産会館建物の解体に伴う撤去費用について資産

除去債務を計上しております。なお、資産除去債務の見積にあたり、債務履行期間は令和 年 月までとしており、割引率は

％を適用しております。当事業年度末における資産除去債務残高は次の通りです。

期末残高 円

２．当連合会は、使用貸借並びに賃借契約により事務所及び商業施設 設置スペースを借用し、当該借用施設内に固定資産（施

設）を計上しております。これら施設については、その使用及び収益が終了した時点において原状回復にかかる債務が発生いた

しますが、現時点で事業の廃止または当該施設の撤去等を行う予定はないことから、資産除去債務を合理的に見積もることがで

きません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

また、佐賀県、長崎県並びに宮崎県の各港湾管理条例に基づき、佐賀県、長崎県並びに宮崎県からの占用許可を受けて設置

した建物について資産計上をしており、これらの施設については占用終了時には原状回復にかかる債務を有しております。こ

れらの許可を受けて設置した施設については、各県の港湾管理条例の定めるところにより、その変更等につき各県知事の許可

が必要であり、また、現時点で事業の廃止や当該施設の撤去等を行う予定はないことから、資産除去債務を合理的に見積るこ

とができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

ⅩⅩⅦⅦ．．重重要要なな後後発発事事象象にに関関すするる注注記記

該当ありません。

ⅩⅩⅧⅧ．．収収益益認認識識にに関関すするる注注記記

（収益を理解するための基礎となる情報）

「Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記５．収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し

ております。

ⅩⅩⅨⅨ．．そそのの他他のの注注記記

１．特別会計は、沖縄沿岸漁業振興特別資金貸付実施要領の定めにより、沖縄県沿岸漁業者等に対し、技術導入、漁家生活改善資金

その他沖縄県における沿岸漁業等の振興に必要な資金の貸付を行う事業を区分経理しております。本注記表に含まれる数値につ

いては、特別会計を含んでおります。

２２２２

取得原価又は 貸借対照表 差額

償却原価 計上額

国 債 円 円 円

貸借対照表計上額が 地 方 債 円 円 △ 円

取得原価又は償却原 社 債 円 円 △ 円

価を超えないもの 株 式 円 円 △ 円

受 益 証 券 円 円 △ 円

小 計 円 円 △ 円

合 計 円 円 円

なお、上記の評価差額から繰延税金負債 円を減算した額 円が、「その他有価証券評

価差額金」に含まれております。

当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。

当事業年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありません。

ⅩⅩⅡⅡ．．退退職職給給付付にに関関すするる注注記記

１．退職給付債務等の内容は以下の通りです。

１ 採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付にあてるため、職員退職給付規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。なお、退職給付引

当金及び退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成 年 月

日）に基づき、簡便法により行っております。

２ 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

期末における退職給付引当金 円

３ 退職給付債務及び貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 円

退職給付引当金 円

４ 退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円

２．福利厚生費には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法

等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費

用に充てるため拠出した特例業務負担金 円を含めて計上しております。

なお、同組合より示された令和 年 月現在における令和 年 月までの特例業務負担金の将来見込額は

千円となっております。

ⅩⅩⅢⅢ．．税税効効果果会会計計にに関関すするる注注記記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は、以下の通りです。

繰延税金資産

賞 与 引 当 金 超 過 額 円

退 職 給 付 引 当 金 超 過 額 円

減 価 償 却 限 度 超 過 額 円

貸 付 金 未 収 利 息 不 計 上 額 円

貸 倒 引 当 金 超 過 額 円

資 産 除 去 債 務 円

株 式 等 償 却 円

固 定 資 産 減 損 （ 土 地 ） 円

情報セキュリティー対策引当 円

そ の 他 円

繰延税金資産 小計 円

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △ 円

評価性引当額 小計（ ） △ 円

繰延税金資産合計 円

繰延税金負債

資 産 除 去 債 務 に 対 す る 資 産 △ 円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 円

繰延税金負債合計 △ 円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異はありません。

ⅩⅩⅣⅣ．．賃賃貸貸等等不不動動産産にに関関すするる注注記記

該当する重要な事項はありません。

ⅩⅩⅤⅤ．．リリーーススにによよりり使使用用すするる固固定定資資産産にに関関すするる注注記記

該当ありません。
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２２４４

キャッシュ・フロー計算書
（（単単位位：：百百万万円円））

科 目 令和 年度末 令和 年度末

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益

減価償却費

減損損失

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増加額

その他の引当金・積立金の増減額（△は減少）

資金運用収益 △ △

資金調達費用

有価証券関係損益（△は益） △

固定資産処分損益

貸出金の純増減（△は純増） △ △

預け金の純増減（△は純増） △

貯金の純増減（△は純減）

借用金の純増減 △

教育情報資金 △

その他

資金運用による収入

資金調達による支出 △ △

小計

法人税等の支払額 △ △

事業活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

固定資産の取得による支出 △ △

固定資産の売却による収入 △

外部出資による支出 △ △

外部出資売却等による収入 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 － －

劣後特約付借入金の返済による支出 － －

出資の増額による収入 －

出資の払戻しによる支出 － △

出資配当金の支払額 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

４．現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

５．現金及び現金同等物の増加額

６．現金及び現金同等物の期首残高

７．現金及び現金同等物の期末残高

※現金及び現金同等物には、現金・普通預け金・通知預け金の合計額を記載しております。

キャッシュ・フロー計算書
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２２５５

剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位：百万円）

科科 目目
金金 額額

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

剰剰 余余 金金 処処 分分 額額

資資 本本 準準 備備 金金

利利 益益 準準 備備 金金

任任 意意 積積 立立 金金

（ う ち 特 別 積 立 金 ） （ ） （ ）

出出 資資 配配 当当 金金

（ 普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 ） （ ） （ ）

次次 期期 繰繰 越越 剰剰 余余 金金

（注） １．普通出資金の配当は年 ％の割合です。

．次期繰越剰余金に含まれる、水産業協同組合法第５５条第７項（同法第９２条第３項におい

て準用する場合を含む。）に規定する経営指導・教育情報事業の費用に充てるための繰越額（い

わゆる教育情報資金）は、 円です。

２２４４

キャッシュ・フロー計算書
（（単単位位：：百百万万円円））

科 目 令和 年度末 令和 年度末

１．事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益

減価償却費

減損損失

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増加額

その他の引当金・積立金の増減額（△は減少）

資金運用収益 △ △

資金調達費用

有価証券関係損益（△は益） △

固定資産処分損益

貸出金の純増減（△は純増） △ △

預け金の純増減（△は純増） △

貯金の純増減（△は純減）

借用金の純増減 △

教育情報資金 △

その他

資金運用による収入

資金調達による支出 △ △

小計

法人税等の支払額 △ △

事業活動によるキャッシュ・フロー

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

固定資産の取得による支出 △ △

固定資産の売却による収入 △

外部出資による支出 △ △

外部出資売却等による収入 △

投資活動によるキャッシュ・フロー △

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入れによる収入 － －

劣後特約付借入金の返済による支出 － －

出資の増額による収入 －

出資の払戻しによる支出 － △

出資配当金の支払額 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

４．現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

５．現金及び現金同等物の増加額

６．現金及び現金同等物の期首残高

７．現金及び現金同等物の期末残高

※現金及び現金同等物には、現金・普通預け金・通知預け金の合計額を記載しております。

剰余金処分計算書
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２２６６

財務諸表の正確性等にかかる確認

確認書

１．私は令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの事業年度のディスクロー

ジャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点にお

いて適正に表示されていることを確認しました。

２．当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しました。

（１） 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制

が整備されております。

（２） 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性･有

効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されて

おります。

（３） 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議･報告されておりま

す。

令和５年６月２７日

九州信用漁業協同組合連合会

代表理事理事長 来村 寛記

財務諸表の正確性等にかかる確認
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２２７７

貯 金

種種類類別別・・貯貯金金者者別別貯貯金金残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

金金 額額 構構成成比比 金金 額額 構構成成比比

当

座

性

貯

金

当 座 貯 金

普 通 貯 金

貯 蓄 貯 金

通 知 貯 金

別 段 貯 金

そ の 他 の 貯 金

計計

定
期
性
貯
金

定 期 貯 金

（うち固定自由金利）

（うち変動自由定期）

定 期 積 金

計計

合合 計計

貯
金
者
区
分
残
高

員

内

会 員

組 合 員 直 接 預り

計計

員

外

地 方 公 共 団 体

金 融 機 関

そ の 他

計計

（注１） 固定自由金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期貯金

（注２） 変動自由金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期貯金

科科目目別別貯貯金金平平均均残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度
増増 減減

金金 額額 構構 成成 比比 金金 額額 構構 成成 比比

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金 △

その他の貯金

計

譲 渡 性 貯 金

合合 計計

（注 ） 流動性貯金 ＝ 当座貯金 ＋ 普通貯金 ＋ 貯蓄貯金 ＋ 通知貯金＋ 納税準備貯金 ＋ 別段貯金

（注 ） 定期性貯金 ＝ 定期貯金 ＋ 積立定期貯金 ＋ 定期積金

財財形形貯貯蓄蓄残残高高

取扱実績は有りません。

２２６６

財務諸表の正確性等にかかる確認

確認書

１．私は令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの事業年度のディスクロー

ジャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点にお

いて適正に表示されていることを確認しました。

２．当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しました。

（１） 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制

が整備されております。

（２） 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性･有

効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されて

おります。

（３） 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議･報告されておりま

す。

令和５年６月２７日

九州信用漁業協同組合連合会

代表理事理事長 来村 寛記

貯　　金
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２２８８

貸 出 金

種種類類別別・・使使途途別別・・貸貸出出者者別別貸貸出出金金残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末
増増 減減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

割 引 手 形

手 形 貸 付 △

証 書 貸 付

当 座 貸 越

金融機関貸付

合合 計計

固定金利貸出

変動金利貸出

設 備 資 金

運 転 資 金

貸

出

者

区

分

残

高

員

内

会 員

組合員直接貸付 △

計

員

外

地方公共団体

金融機関

そ の 他

計

科科目目別別貸貸出出金金平平均均残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度
増増 減減

金金 額額 構構 成成 比比 金金 額額 構構 成成 比比

割 引 手 形 △

手 形 貸 付 △

証 書 貸 付

当 座 貸 越

金融機関貸付

合合 計計

貸貸出出金金担担保保別別内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

貯 金 等 △

有 価 証 券

動 産 △

不 動 産

そ の 他 担 保 物

計

漁 信 基 保 証 △

そ の 他 保 証

計

信 用

合合 計計

貸　出　金
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２２９９

債債務務保保証証担担保保別別内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

貯 金 等

有 価 証 券

動 産 △

不 動 産 △

そ の 他 担 保 物

計 △

漁 信 基 保 証 △

信 用 △

合合 計計 △△

業業種種別別貸貸出出金金残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末
増増 減減

金金 額額 構構成成比比 金金 額額 構構成成比比

農 林 水 産 業

製 造 業 △

建 設 業 △

運輸・通信業

卸売・小売業

金融・保険業

不 動 産 業 △

サ ー ビ ス 業

地方公共団体

そ の 他

合合 計計

２２８８

貸 出 金

種種類類別別・・使使途途別別・・貸貸出出者者別別貸貸出出金金残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末
増増 減減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

割 引 手 形

手 形 貸 付 △

証 書 貸 付

当 座 貸 越

金融機関貸付

合合 計計

固定金利貸出

変動金利貸出

設 備 資 金

運 転 資 金

貸

出

者

区

分

残

高

員

内

会 員

組合員直接貸付 △

計

員

外

地方公共団体

金融機関

そ の 他

計

科科目目別別貸貸出出金金平平均均残残高高
（単位：百万円、％）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度
増増 減減

金金 額額 構構 成成 比比 金金 額額 構構 成成 比比

割 引 手 形 △

手 形 貸 付 △

証 書 貸 付

当 座 貸 越

金融機関貸付

合合 計計

貸貸出出金金担担保保別別内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

貯 金 等 △

有 価 証 券

動 産 △

不 動 産

そ の 他 担 保 物

計

漁 信 基 保 証 △

そ の 他 保 証

計

信 用

合合 計計
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３３００

主主要要なな水水産産業業関関係係のの貸貸出出金金残残高高

（（漁漁業業種種類類等等別別））

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

漁

業

海 面 漁 業 △

海 面 養 殖 業 △

そ の 他 漁 業

漁 業 関 係 団 体

合合 計計

※ 本表は、水産業関係の貸出金残高であるため、水産業者に対する水産業関係資金以外の貸出金残高

（生活資金等）は含めておりません。

※ 漁連・漁協・水産加工業者やそれらの子会社等に対する貸出は｢漁業関係団体等｣に記載しておりま

す。（地公体，金融機関に対する貸出は含めておりません）

※ 公庫転貸資金のうち、転貸漁協における漁業者向け貸出金も含めております。

（（資資金金種種類類別別））

＜＜貸貸出出金金＞＞

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

プ ロ パ ー 資 金 △

水 産 制 度 資 金

漁 業 近 代 化 資 金

そ の 他 制 度 資 金 △

合合 計計

※ プロパー資金とは、信漁連原資の貸出金のうち、制度資金以外のものです。

※ 水産制度資金には、

① 地公体等が直接的または間接的に融資するもの、

② 地公体等が利子補給等を行なうことで信漁連が低利で融資するもの、

③ 日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは②のみを掲載しております。

ただし、公庫転貸資金のうち、転貸漁協における漁業者向け貸出金は、その他制度資金等に含

めております。

＜＜受受託託貸貸付付金金＞＞

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

日本政策金融公庫資金

（ 農 林 水 産 事 業 ）
△

沖縄振興開発金融公庫 △

そ の 他

合合 計計 △△

※ 受託貸付金は、保証残高ではなく、貸出残高を記入しております。

※ 公庫転貸資金のうち転貸漁協における漁業者向け貸出金は、※５のとおり水産制度資金のその他制

度資金等に記載しております 受託金融機関は受託貸付金に記載しております 。
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３３１１

有 価 証 券

種種類類別別有有価価証証券券平平均均残残高高
（単位：百万円、％）

種種 類類
令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

増増 減減
金金 額額 構構成成比比 金金 額額 構構成成比比

国 債 △

地 方 債 △

政 府 保 証 債 － －

金 融 債 － －

社 債 △

外 国 証 券 － －

株 式 △

受 益 証 券 △

そ の 他 － －

合合 計計 △△

有有価価証証券券残残存存期期間間別別残残高高
（単位：百万円）

年年以以下下
年年超超

年年以以下下

年年 超超

年年以以下下

年年 超超

年年以以下下

年年 超超

年年以以下下
年年超超

期期間間のの

定定めめななしし
合合計計

令令

和和

年年

度度

末末

国 債 － －

地 方 債 －

政府保証債 － － － － － － － －－

金 融 債 － － － － － － － －－

社 債 －

外国証券 － － － － － － － －－

株 式 － － － － － －

受益証券 － － － －

そ の 他 － － － － － － － －－

令令

和和

年年

度度

末末

国 債 － －

地 方 債 －

政府保証債 － － － － － － － －－

金 融 債 － － － － － － － －－

社 債 －

外国証券 － － － － － － － －－

株 式 － － － － － －

受益証券 － － － －

そ の 他 － － － － － － － －－

有有価価証証券券のの取取得得価価額額又又はは契契約約価価額額、、時時価価及及びび評評価価損損益益
○○有有 価価 証証 券券

（単位：百万円）

保保有有目目的的
令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

取取得得価価格格 時時価価 評評価価損損益益 取取得得価価格格 時時価価 評評価価損損益益

売 買 目 的 － － － － － －

満 期 保 有 目 的 － －

そ の 他

合合 計計

１ 本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

① その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としております。

３３００

主主要要なな水水産産業業関関係係のの貸貸出出金金残残高高

（（漁漁業業種種類類等等別別））

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

漁

業

海 面 漁 業 △

海 面 養 殖 業 △

そ の 他 漁 業

漁 業 関 係 団 体

合合 計計

※ 本表は、水産業関係の貸出金残高であるため、水産業者に対する水産業関係資金以外の貸出金残高

（生活資金等）は含めておりません。

※ 漁連・漁協・水産加工業者やそれらの子会社等に対する貸出は｢漁業関係団体等｣に記載しておりま

す。（地公体，金融機関に対する貸出は含めておりません）

※ 公庫転貸資金のうち、転貸漁協における漁業者向け貸出金も含めております。

（（資資金金種種類類別別））

＜＜貸貸出出金金＞＞

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

プ ロ パ ー 資 金 △

水 産 制 度 資 金

漁 業 近 代 化 資 金

そ の 他 制 度 資 金 △

合合 計計

※ プロパー資金とは、信漁連原資の貸出金のうち、制度資金以外のものです。

※ 水産制度資金には、

① 地公体等が直接的または間接的に融資するもの、

② 地公体等が利子補給等を行なうことで信漁連が低利で融資するもの、

③ 日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは②のみを掲載しております。

ただし、公庫転貸資金のうち、転貸漁協における漁業者向け貸出金は、その他制度資金等に含

めております。

＜＜受受託託貸貸付付金金＞＞

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

日本政策金融公庫資金

（ 農 林 水 産 事 業 ）
△

沖縄振興開発金融公庫 △

そ の 他

合合 計計 △△

※ 受託貸付金は、保証残高ではなく、貸出残高を記入しております。

※ 公庫転貸資金のうち転貸漁協における漁業者向け貸出金は、※５のとおり水産制度資金のその他制

度資金等に記載しております 受託金融機関は受託貸付金に記載しております 。

有価証券
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３３２２

保保有有有有価価証証券券のの利利回回りり
（単位：％）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

国 債

地 方 債

政 府 保 証 債 － －

金 融 債 － －

社 債

外 国 証 券 － －

株 式 － －

受 益 証 券 － －

以以 上上 平平 均均

オオフフババラランンスス取取引引のの状状況況
○○金金融融派派生生商商品品

（単位：百万円）

契契約約金金額額・・想想定定元元本本額額

債 券 先 物 オ プ シ ョ ン －

債 券 店 頭 オ プ シ ョ ン －

債 券 先 物 －

合合 計計 －－

先先物物取取引引のの時時価価情情報報
（単位：千円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

契契約約額額 時時価価 差差損損益益 契契約約額額 時時価価 差差損損益益

債 券
売 建 － － － － － －

買 建 － － － － － －

オオププシショョンン取取引引のの時時価価情情報報
（単位：千円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貸貸借借対対照照表表価価格格 時時 価価 差差損損益益 貸貸借借対対照照表表価価格格 時時 価価 差差損損益益

債券先物

オプション

売建
コール － － － － － －

プット － － － － － －

買建
コール － － － － － －

プット － － － － － －

（単位：千円）

貸貸 借借 対対 照照 表表 価価 格格

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

売売建建 買買建建 売売建建 買買建建

債 券 店 頭

オ プ シ ョ ン

コール － － － －

プット － － － －
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３３３３

受託業務・為替業務等

受受託託貸貸付付金金のの残残高高
（単位：百万円）

受受 託託 先先 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

日本政策金融公庫農林水産事業

日本政策金融公庫国民生活事業

独立行政法人住宅金融支援機構

独立行政法人福祉医療機構

沖 縄 振 興 開 発 金 融 公 庫

独立行政法人福祉医療機構 沖縄

計計

内内国国為為替替のの取取扱扱実実績績
（単位：件、百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

仕仕 向向 被被 仕仕 向向 仕仕 向向 被被 仕仕 向向

種

類

送金・振込
件数

金 額

代 金 取 立
件数

金 額

計計
件件数数

金金 額額

３３２２

保保有有有有価価証証券券のの利利回回りり
（単位：％）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

国 債

地 方 債

政 府 保 証 債 － －

金 融 債 － －

社 債

外 国 証 券 － －

株 式 － －

受 益 証 券 － －

以以 上上 平平 均均

オオフフババラランンスス取取引引のの状状況況
○○金金融融派派生生商商品品

（単位：百万円）

契契約約金金額額・・想想定定元元本本額額

債 券 先 物 オ プ シ ョ ン －

債 券 店 頭 オ プ シ ョ ン －

債 券 先 物 －

合合 計計 －－

先先物物取取引引のの時時価価情情報報
（単位：千円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

契契約約額額 時時価価 差差損損益益 契契約約額額 時時価価 差差損損益益

債 券
売 建 － － － － － －

買 建 － － － － － －

オオププシショョンン取取引引のの時時価価情情報報
（単位：千円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貸貸借借対対照照表表価価格格 時時 価価 差差損損益益 貸貸借借対対照照表表価価格格 時時 価価 差差損損益益

債券先物

オプション

売建
コール － － － － － －

プット － － － － － －

買建
コール － － － － － －

プット － － － － － －

（単位：千円）

貸貸 借借 対対 照照 表表 価価 格格

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

売売建建 買買建建 売売建建 買買建建

債 券 店 頭

オ プ シ ョ ン

コール － － － －

プット － － － －

受託業務・為替業務等
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３３４４

平残・利回り等

粗粗 利利 益益
（単位：百万円、％）

区区 分分 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 事 業 収 益

受取出資配当金

受 取 助 成 金

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の事業収益

そ の 他 事 業 費 用

そ の 他 事 業 収 支

事 業 粗 利 益

事 業 粗 利 益 率

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

（投資信託解約損益除く）

（注） 事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

資資金金運運用用勘勘定定・・調調達達勘勘定定のの平平均均残残高高等等
（単位：百万円、％）

区区 分分
令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

平平均均残残高高 利利 息息 利利回回りり 平平均均残残高高 利利 息息 利利回回りり

資 金 運 用 勘 定

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

貯金・定積

借 用 金

貯 金 原 価 率 ― ―

総 資 金 利 ざ や ― ―

（注） 総資金利ざや ＝ 総資金運用利回り － 総資金原価率

平残・利回り等
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３３５５

受受取取・・支支払払利利息息のの増増減減額額
（単位：百万円）

令令和和 年年度度増増減減額額 令令和和 年年度度増増減減額額

受 取 利 息 △

うち 貸 出 金 △ △

有 価 証 券

預 け 金 △

支 払 利 息 △ △

うち 貯 金 △ △

譲渡性貯金

借 用 金

差差 引引 △△

（ 注 ） 増減額は前年度対比です。

経経費費のの内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

人 件 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

賞 与 引 当 金 戻 入 △ △

賞 与 引 当 金 繰 入

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

役 員 退 職 慰 労 金

役員退職慰労引当金繰入

旅 費 交 通 費

業 務 費

負 担 金

施 設 費

貯 金 保 険 料

雑 費

税 金

合合 計計

３３４４

平残・利回り等

粗粗 利利 益益
（単位：百万円、％）

区区 分分 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 事 業 収 益

受取出資配当金

受 取 助 成 金

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の事業収益

そ の 他 事 業 費 用

そ の 他 事 業 収 支

事 業 粗 利 益

事 業 粗 利 益 率

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

（投資信託解約損益除く）

（注） 事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×１００

資資金金運運用用勘勘定定・・調調達達勘勘定定のの平平均均残残高高等等
（単位：百万円、％）

区区 分分
令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

平平均均残残高高 利利 息息 利利回回りり 平平均均残残高高 利利 息息 利利回回りり

資 金 運 用 勘 定

貸 出 金

預 け 金

有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定

貯金・定積

借 用 金

貯 金 原 価 率 ― ―

総 資 金 利 ざ や ― ―

（注） 総資金利ざや ＝ 総資金運用利回り － 総資金原価率
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３３６６

諸 指 標

最最近近５５年年間間のの主主要要なな経経営営指指標標
（単位：百万円、口）

平平成成 年年度度 令令和和元元年年度度 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金 △

出 資 金

出 資 口 数 － － －

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰余金配当金額

・出資配当の額

（ 配 当 率 ） （－ ） （－ ） （－ ） （ ％） （ ）

・事業利用分量配当の額

職 員 数 人 人 人 人 人

単体自己資本比率 － － － ％

（注）出資口数・（配当率）・単体自己資本比率について、令和２年度以前は合併前のため、記載してお

りません。

諸　指　標
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３３７７

自自己己資資本本のの充充実実のの状状況況

自自己己資資本本調調達達手手段段のの概概要要にに関関すするる事事項項

◇◇自自己己資資本本比比率率のの状状況況

当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基

盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。

令和 年３月末における自己資本比率は、内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の

効率化等に取り組みましたが、資本の増加により、 ％と若干上昇しました。

◇◇経経営営のの健健全全性性のの確確保保とと自自己己資資本本のの充充実実

当会の自己資本は、会員からの普通出資のほか、その他の出資金により調達しております。

出資金額は次のとおりです。

普通出資金

その他の出資金

当会では、将来的な信用リスクや金利リスクの増加に備えて、安定的な自己資本比率の維持に努

めるため、内部留保による自己資本増強を行っております。内部留保は、未処分剰余金の ％を

利益剰余金等により積み立てる方針です。

また、自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」および「自己資本比率算出事

務手続」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。

これに基づき、当会における信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本

の維持に努めています。

項 目 内 容

発行主体 九州信用漁業協同組合連合会

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 億円（前年度 億円）

項 目 内 容

発行主体 九州信用漁業協同組合連合会

資本調達手段の種類 その他の出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 億円（前年度 億円）

３３６６

諸 指 標

最最近近５５年年間間のの主主要要なな経経営営指指標標
（単位：百万円、口）

平平成成 年年度度 令令和和元元年年度度 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金 △

出 資 金

出 資 口 数 － － －

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰余金配当金額

・出資配当の額

（ 配 当 率 ） （－ ） （－ ） （－ ） （ ％） （ ）

・事業利用分量配当の額

職 員 数 人 人 人 人 人

単体自己資本比率 － － － ％

（注）出資口数・（配当率）・単体自己資本比率について、令和２年度以前は合併前のため、記載してお

りません。
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３３８８

自自己己資資本本のの構構成成にに関関すするる事事項項

（単位：百万円）

項目
令和 年度末 令和 年度末

経過措置による不算入額 経過措置による不算入額

ココアア資資本本にに係係るる基基礎礎項項目目 （（１１））

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額 △ △ △

うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

うち、回転出資金の額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の

額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する

額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

ココアア資資本本にに係係るる調調整整項項目目

無形固定資産 モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。 の額の合計額

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産 一時差異に係るものを除く。 の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産 一時差異に係るものに限る。 に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）一（ロ）） （ハ）

リリススクク・・アアセセッットト等等

信用リスク・アセットの額の合計額

資産（オン・バランス）項目

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャー

に係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措

置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オフ・バランス項目

ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額 － －

中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率

自自己己資資本本比比率率（（（（ハハ））／／（（二二））））
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３３９９

自自己己資資本本のの充充実実にに関関すするる事事項項

（単位：百万円）

信信用用リリススクク・・アアセセッットト額額

（（標標準準的的手手法法））

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

エエククススポポーー

ジジャャーーのの

期期末末残残高高

リリススクク・・

アアセセッットト

額額

所所 要要

自自 己己 資資 本本

額額

＝＝ ×× ％％

エエククススポポーー

ジジャャーーのの

期期末末残残高高

リリススクク・・

アアセセッットト

額額

所所 要要

自自己己資資本本額額

＝＝ ×× ％％

現 金 － － － －

我 が 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け － － － －

外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け － － － － － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け － － － －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －

地方公共団体金融機構及び我が国の政府関係機関向け

地 方 三 公 社 向 け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法 人 等 向 け

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －

三 月 以 上 延 滞 債 権

取 立 未 済 手 形

漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 － － － － － －

出 資 等

（うち出資等のエクスポージャー）

（うち重要な出資のエクスポージャー） － － － － － －

上 記 以 外

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段対

象普通出資及びその他外部 関連調達手段

に該当するもの以外のものに係るエクスポージ

ャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫の対象普通出資等に係るエ

クスポージャー）

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない

部分に係るエクスポージャー）

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議

決権を保有している他の金融機関等に係るその

他外部 関連調達手段に関するエクスポー

ジャー）

－ － － － － －

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議

決権を保有している他の金融機関等に係るその

他外部 関連調達手段のうち、その他外部

関連調達手段に係る５％基準額を上回る

部分に係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち上記以外のエクスポージャー）

証 券 化 － － － － － －

（ う ち 要 件 適 用 分 ） － － － － － －

（ う ち 非 要 件 適 用 分 ） － － － － － －

再 証 券 化 － － － － － －

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

（ う ち ル ッ ク ス ル ー 方 式 ） － － － － － －

（ う ち マ ン デ ー ト 方 式 ） － － － － － －

（ う ち 蓋 然 性 方 式 ％ ） － － － － － －

（ う ち 蓋 然 性 方 式 ％ ） － － － － － －

（うちフォールバック方式） － － － － － －

経過措置によりリスク・アセットの額に算入、不算入となるものの額 － － － － － －
他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 に

係る経過措置によりリスク・アセットの額に

よ り 算 入 さ れ な か っ た も の の 額 （ △ ）
－ － － － － －

リ ス ク 相 当 額 ÷ ％ － － － － － －

中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合合 計計（（信信用用リリススクク・・アアセセッットトのの額額））

３３８８

自自己己資資本本のの構構成成にに関関すするる事事項項

（単位：百万円）

項目
令和 年度末 令和 年度末

経過措置による不算入額 経過措置による不算入額

ココアア資資本本にに係係るる基基礎礎項項目目 （（１１））

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額 △ △ △

うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

うち、回転出資金の額 － －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の

額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する

額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

ココアア資資本本にに係係るる調調整整項項目目

無形固定資産 モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。 の額の合計額

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産 一時差異に係るものを除く。 の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る十パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産 一時差異に係るものに限る。 に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）一（ロ）） （ハ）

リリススクク・・アアセセッットト等等

信用リスク・アセットの額の合計額

資産（オン・バランス）項目

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャー

に係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措

置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額（△）

－ －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オフ・バランス項目

ＣＶＡリスク相当額を八パーセントで除して得た額 － －

中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率

自自己己資資本本比比率率（（（（ハハ））／／（（二二））））
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４４００

オオペペレレーーシショョナナルル・・リリススククにに対対すするる所所要要自自己己資資本本のの額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

粗粗利利益益額額

オオペペレレーーシショョナナ

ルル・・リリススクク相相当当額額

をを でで除除ししてて得得

たた額額

所所要要自自己己資資本本額額 粗粗利利益益額額

オオペペレレーーシショョナナ

ルル・・リリススクク相相当当額額

をを でで除除ししてて得得

たた額額

所所要要自自己己資資本本額額

×× ÷÷ ×× ×× ÷÷ ××

（注） １．オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たり、当会では基礎的手法を採用しています。

所所要要自自己己資資本本額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

リリススクク・・アアセセッットト

（（分分母母））合合計計
所所要要自自己己資資本本額額

リリススクク・・アアセセッットト

（（分分母母））合合計計
所所要要自自己己資資本本額額

×× ××
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４４１１

信信用用リリススククにに関関すするる事事項項

標標準準的的手手法法にに関関すするる事事項項

当会では自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法によ

り算出しております。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの

判定に当たり使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格

付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター（ ＆）

株式会社日本格付研究所（ ）

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（ ’ ）

スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（ ＆ ）

フィッチレーティングスリミテッド（ ）

（イ）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リス

ク・スコアは、以下のとおりです。

エクスポージャー 適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー（長期）
’ 、

法人等向けエクスポージャー（短期）
’ 、

信信用用リリススククにに関関すするるエエククススポポーージジャャーーのの業業種種別別のの期期末末残残高高及及びび主主なな種種類類別別のの内内訳訳

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券 ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券

法

人

農林水産業 － －

製 造 業 － － － － － －

建 設 業 － － － － － －

運輸・通信業 － －

卸売・小売業 － － －

金融・保険業 － －

不 動 産 業 － － － － － －

サービス業 － － － － － －

地方公共団体

そ の 他 －

個 人

固 定 資 産 等

合合 計計

（注） １．全て国内取引です。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他デリバティブ以外のオフ・バ

ランスシート・エクスポージャーを含んでいます。

３．当会はデリバティブ取引の取扱いはありません。

４４００

オオペペレレーーシショョナナルル・・リリススククにに対対すするる所所要要自自己己資資本本のの額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

粗粗利利益益額額

オオペペレレーーシショョナナ

ルル・・リリススクク相相当当額額

をを でで除除ししてて得得

たた額額

所所要要自自己己資資本本額額 粗粗利利益益額額

オオペペレレーーシショョナナ

ルル・・リリススクク相相当当額額

をを でで除除ししてて得得

たた額額

所所要要自自己己資資本本額額

×× ÷÷ ×× ×× ÷÷ ××

（注） １．オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たり、当会では基礎的手法を採用しています。

所所要要自自己己資資本本額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

リリススクク・・アアセセッットト

（（分分母母））合合計計
所所要要自自己己資資本本額額

リリススクク・・アアセセッットト

（（分分母母））合合計計
所所要要自自己己資資本本額額

×× ××
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４４２２

信信用用リリススククにに関関すするるエエククススポポーージジャャーーのの残残存存期期間間別別のの期期末末残残高高及及びび主主なな種種類類別別のの内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券 ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券

１ 年 以 下

１年超３年以下

３年超５年以下

５年超７年以下

７ 年 超

期間の定めなし － －

合合 計計

（注） １．全て国内取引です。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他デリバティブ以外のオフ・バ

ランスシート・エクスポージャーを含んでいます。

３３月月以以上上延延滞滞エエククススポポーージジャャーーのの期期末末残残高高おおよよびび業業種種別別のの内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

法

人

農 林 水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

卸 売 ・ 小 売 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

不 動 産 業 － －

サ ー ビ ス 業 － －

地 方 公 共 団 体 － －

そ の 他 － －

個 人

合合 計計

（注） 全て国内取引です。

貸貸倒倒引引当当金金のの期期末末残残高高及及びび期期中中のの増増減減額額
（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高 期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高
使使用用目目的的 そそ のの 他他 使使用用目目的的 そそ のの 他他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 － －

法

人

農林水産業 － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － －

卸売・小売業 － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － －

不動産業 － － － － － － － － － －

サービス業 － － － － － － － － － －

地方公共団体 － － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － － －

個 人 － －

注 全て国内取引です。
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４４３３

貸貸出出金金償償却却のの額額

（単位：百万円）

項項 目目 令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

法

人

農 林 水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 業 － －

運輸・通信業 － －

卸売・小売業 － －

金融・保険業 － －

不 動 産 業 － －

サ ー ビ ス 業 － －

地方公共団体 － －

そ の 他 － －

個 人 － －

合合 計計 －－ －－

信信用用リリススクク削削減減効効果果勘勘案案後後のの残残高高及及びび自自己己資資本本控控除除額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

格格付付有有 格格付付無無 計計 格格付付有有 格格付付無無 計計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ － － － － －

－ －

その他 － －

自己資本控除額 － － － － － －

合合 計計

４４２２

信信用用リリススククにに関関すするるエエククススポポーージジャャーーのの残残存存期期間間別別のの期期末末残残高高及及びび主主なな種種類類別別のの内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高

信信用用リリススククにに関関すするる

エエククススポポーージジャャーーのの残残高高ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券 ううちち貸貸出出金金等等 ううちち債債券券

１ 年 以 下

１年超３年以下

３年超５年以下

５年超７年以下

７ 年 超

期間の定めなし － －

合合 計計

（注） １．全て国内取引です。

２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他デリバティブ以外のオフ・バ

ランスシート・エクスポージャーを含んでいます。

３３月月以以上上延延滞滞エエククススポポーージジャャーーのの期期末末残残高高おおよよびび業業種種別別のの内内訳訳
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

法

人

農 林 水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

卸 売 ・ 小 売 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

不 動 産 業 － －

サ ー ビ ス 業 － －

地 方 公 共 団 体 － －

そ の 他 － －

個 人

合合 計計

（注） 全て国内取引です。

貸貸倒倒引引当当金金のの期期末末残残高高及及びび期期中中のの増増減減額額
（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高 期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高
使使用用目目的的 そそ のの 他他 使使用用目目的的 そそ のの 他他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 － －

法

人

農林水産業 － － － － － － － － － －

製 造 業 － － － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － －

卸売・小売業 － － － － － － － － － －

金融・保険業 － － － － － － － － － －

不動産業 － － － － － － － － － －

サービス業 － － － － － － － － － －

地方公共団体 － － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － － －

個 人 － －

注 全て国内取引です。
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４４４４

信信用用リリススクク削削減減手手法法にに関関すするる事事項項

信信用用リリススクク削削減減手手法法にに関関すするるリリススクク管管理理のの方方法法及及びび手手続続のの概概要要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出

において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている

場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェ

イトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を

適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引

相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている

取引をいいます。

適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

また、貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定

その他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であるこ

とを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出

金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継続さ

れないリスクが、監視および管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監

視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自

会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府

等、本邦地方公共団体、地方公共団体金融機構、本邦政府関係機関、外国の中央政府以外の

公共部門、国際開発銀行、および金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主

体で長期格付が または 以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポ

ージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイ

トに代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。

信信用用リリススクク削削減減手手法法がが適適用用さされれたたエエククススポポーージジャャーーのの額額

（単位：百万円）

区区 分分

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

適適格格金金融融

資資産産担担保保
保保証証

適適格格金金融融

資資産産担担保保
保保証証

地方公共団体金融機構及び我が国の政府関係機関向け － － － －

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － － －

法 人 等 向 け － － － －

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け － －

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

三 月 以 上 延 滞 債 権 － － － －

漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証 － － － －

そ の 他 － － － －

合合 計計 －－ －－
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４４５５

派派生生商商品品取取引引及及びび長長期期決決済済期期間間取取引引のの取取引引相相手手ののリリススククにに関関すするる事事項項

「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存

して決定される金融商品（先物、オプション、スワップ等）に係る取引です。

「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡しまたは決済を行う取引であって、約定日

から受渡日（決済日）までの期間が５営業日または市場慣行による期間を超えることが約定

され、反対取引に先立って取引相手に対して有価証券等の引渡または資金の支払を行う取引

です。

当会では、派生商品取引および長期決済期間取引を取り扱わない方針であり、取扱い実績

はありません。

証証券券化化エエククススポポーージジャャーーにに関関すするる事事項項

「証券化エクスポージャー」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上の

エクスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引に

係るエクスポージャーのことです。

当会では、証券化商品を取り扱わない方針であり、取扱い実績はありません。

リリススクク・・ウウェェイイトトののみみななしし計計算算がが適適用用さされれるるエエククススポポーージジャャーーにに関関すするる事事項項

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

フォールバック方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

４４４４

信信用用リリススクク削削減減手手法法にに関関すするる事事項項

信信用用リリススクク削削減減手手法法にに関関すするるリリススクク管管理理のの方方法法及及びび手手続続のの概概要要

「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出

において、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている

場合に、エクスポージャーのリスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェ

イトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する方法です。

当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自会貯金の相殺」を

適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引

相手または取引相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている

取引をいいます。

適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

また、貸出金と自会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定

その他これらに類する事由にかかわらず、貸出金と自会貯金の相殺が法的に有効であるこ

とを示す十分な根拠を有していること、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出

金と自会貯金をいずれの時点においても特定することができること、③自会貯金が継続さ

れないリスクが、監視および管理されていること、④貸出金と自会貯金の相殺後の額が、監

視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自

会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府

等、本邦地方公共団体、地方公共団体金融機構、本邦政府関係機関、外国の中央政府以外の

公共部門、国際開発銀行、および金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主

体で長期格付が または 以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エクスポ

ージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイ

トに代えて、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。

信信用用リリススクク削削減減手手法法がが適適用用さされれたたエエククススポポーージジャャーーのの額額

（単位：百万円）

区区 分分

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

適適格格金金融融

資資産産担担保保
保保証証

適適格格金金融融

資資産産担担保保
保保証証

地方公共団体金融機構及び我が国の政府関係機関向け － － － －

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － － －

法 人 等 向 け － － － －

中 小 企 業 等 ・ 個 人 向 け － －

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

三 月 以 上 延 滞 債 権 － － － －

漁 業 信 用 基 金 協 会 等 保 証 － － － －

そ の 他 － － － －

合合 計計 －－ －－
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４４６６

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーにに関関すするる事事項項

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーにに関関すするるリリススクク管管理理のの方方法法及及びび手手続続のの概概要要

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資

勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当会においては、これらを①その他有価

証券、②系統および系統外出資に区分して管理しています。

その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの

把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分

析及びポートフォリオの状況を考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに役職員で構成する運

用協議会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部署（資金

管理部）は理事会で決定した運用方針及び運用協議会で決定された取引方針などに基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部署が行った取引についてはリスク管理担当部

署（総合企画部）が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定期的にリスク量の測定を行

い経営層に報告しています。

系統出資については、会員としての総会等の参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議

を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、これらの出資等又は株式等の評価等については、①その他有価証券については時価評価を

行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部

に計上しています。②系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じ

て外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注

記表にその旨記載することとしています。

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーのの貸貸借借対対照照表表計計上上額額及及びび時時価価

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貸貸借借対対照照表表計計上上額額 時時 価価 評評 価価 額額 貸貸借借対対照照表表計計上上額額 時時 価価 評評 価価 額額

上 場

非 上 場

合合 計計

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーのの売売却却及及びび償償却却にに伴伴うう損損益益

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

売売 却却 益益 売売 却却 損損 償償 却却 額額 売売 却却 益益 売売 却却 損損 償償 却却 額額

上 場 － － ― － －

非 上 場 － － － － － －

合合 計計 － －－ ―― －－ －－

貸貸借借対対照照表表でで認認識識さされれたた損損益益計計算算書書でで認認識識さされれなないい評評価価損損益益のの額額

（（そそのの他他有有価価証証券券のの評評価価損損益益等等））
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

評評 価価 益益 評評 価価 損損 評評 価価 益益 評評 価価 損損

上 場

非 上 場

合合 計計

貸貸借借対対照照表表及及びび損損益益計計算算書書でで認認識識さされれなないい評評価価損損益益のの額額

（（子子会会社社・・関関係係会会社社株株式式のの評評価価損損益益等等））

該当ありません。
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４４７７

金金利利リリススククにに関関すするる事事項項

金金利利リリススククのの算算定定方方法法のの概概要要

「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例

えば、貸出金、有価証券、貯金等）が金利の変動により発生するリスクのことです。

当会における、リスク管理方針および手続きについては以下のとおりです。

・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明

当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リ

スクと一体的に管理しています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（ ）については、

個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明

当会は、リスク管理委員会のもと、自己資本に対する の比率の管理や収支シミュレー

ションの分析などを行いリスク削減に努めています。

・金利リスク計測の頻度

月末を基準日として、四半期ごとに を計測しています。

当会では、市場金利が上下２％変動した場合の金利リスク量を算出しています。

なお、当座性貯金については、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出

される貯金としてコア貯金と定義し、残高の５０％相当額を満期５年までの期間に均等配賦（平

均残存２．５年）として金利リスクを算定しています。

流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は 年となっております。

・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は 年です。

・流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）およびその前提

流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用していま

す

・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

・複数の通貨の集計方法およびその前提

本会は円通貨しか取り扱っておりません。

・スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）

一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該

スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

・内部モデルの使用等、⊿ に重大な影響を及ぼすその他の前提、全事業年度末の開示からの

変動に関する説明

内部モデルは使用しておりません。

・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明

該当ありません。

♢⊿ 以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項

・金利ショックに関する説明

リスク資本配賦管理として で計測する市場リスク量を算定しています。

・金利リスク計測の前提およびその意味（特に、水協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の

対象となる⊿ と大きく異なる点

特段ありません。

４４６６

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーにに関関すするる事事項項

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーにに関関すするるリリススクク管管理理のの方方法法及及びび手手続続のの概概要要

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資

勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当会においては、これらを①その他有価

証券、②系統および系統外出資に区分して管理しています。

その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの

把握およびコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分

析及びポートフォリオの状況を考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに役職員で構成する運

用協議会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部署（資金

管理部）は理事会で決定した運用方針及び運用協議会で決定された取引方針などに基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部署が行った取引についてはリスク管理担当部

署（総合企画部）が適切な執行を行っているかどうかチェックし、定期的にリスク量の測定を行

い経営層に報告しています。

系統出資については、会員としての総会等の参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議

を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、これらの出資等又は株式等の評価等については、①その他有価証券については時価評価を

行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」として純資産の部

に計上しています。②系統および系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じ

て外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注

記表にその旨記載することとしています。

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーのの貸貸借借対対照照表表計計上上額額及及びび時時価価

（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貸貸借借対対照照表表計計上上額額 時時 価価 評評 価価 額額 貸貸借借対対照照表表計計上上額額 時時 価価 評評 価価 額額

上 場

非 上 場

合合 計計

出出資資そそのの他他ここれれにに類類すするるエエククススポポーージジャャーーのの売売却却及及びび償償却却にに伴伴うう損損益益

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

売売 却却 益益 売売 却却 損損 償償 却却 額額 売売 却却 益益 売売 却却 損損 償償 却却 額額

上 場 － － ― － －

非 上 場 － － － － － －

合合 計計 － －－ ―― －－ －－

貸貸借借対対照照表表でで認認識識さされれたた損損益益計計算算書書でで認認識識さされれなないい評評価価損損益益のの額額

（（そそのの他他有有価価証証券券のの評評価価損損益益等等））
（単位：百万円）

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

評評 価価 益益 評評 価価 損損 評評 価価 益益 評評 価価 損損

上 場

非 上 場

合合 計計

貸貸借借対対照照表表及及びび損損益益計計算算書書でで認認識識さされれなないい評評価価損損益益のの額額

（（子子会会社社・・関関係係会会社社株株式式のの評評価価損損益益等等））

該当ありません。
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４４８８

金金利利シショョッッククにに関関すするる事事項項

１１：：金金利利リリススクク （単位：百万円）

項項 番番

イイ ロロ ハハ ニニ

⊿⊿ ⊿⊿

当当期期末末 前前期期末末 当当期期末末 前前期期末末

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト △

スティープ化

フ ラ ッ ト 化 △ －

短期金利上昇 －

短期金利低下 △ －

最 大 値 － －

ホホ へへ

当当期期末末 前前期期末末

自己資本の額

経経営営諸諸指指標標

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貯

貸

率

等

貯 貸 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

貯 預 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

貯 証 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

一 従 業 員 当 り 貯 金 残 高 百万円 百万円

一 店 舗 当 り 貯 金 残 高 百万円 百万円

一従 業員当り貸出金残 高 百万円 百万円

一 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高 百万円 百万円

利

益

率

総 資 産 経 常 利 益 率 ％ ％

資 本 経 常 利 益 率 ％ ％

総資産当期純利益率 ％ ％

資 本 当 期 純 利 益 率 ％ ％

（注１） 総資産経常（当期）利益率＝経常（当期）利益／総資産平均残高（偶発債務見返除く）×１００

（注 ） 資 本経 常（当期）利益率＝経常（当期）利益／資本勘定平均残高×１００
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４４９９

リスク管理情報等

信信用用事事業業命命令令にに基基づづくく開開示示債債権権のの状状況況及及びび金金融融再再生生法法開開示示債債権権区区分分にに基基づづくく保保全全状状況況

担保 保証 引当 合計

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度

2021年度

2022年度
合計

債権区分 債権額
保全額

破産更生債権及び

これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

三月以上
延滞債権

貸出条件
緩和債権

小　計

正常債権

（単位：百万円）

（注 ）破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者

に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

（注 ）危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権

の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいいます。

（注 ）要管理債権

漁業協同組合等の信用事業等に関する命令上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条

件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいます。

（注 ）三月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権及び危険債権に該当しないものをいいます。

（注 ）貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権及びこれらに

準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

（注６）正常債権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１、注２、注 、注５に掲げる債

権以外のものに区分される債権を言います。

４４８８

金金利利シショョッッククにに関関すするる事事項項

１１：：金金利利リリススクク （単位：百万円）

項項 番番

イイ ロロ ハハ ニニ

⊿⊿ ⊿⊿

当当期期末末 前前期期末末 当当期期末末 前前期期末末

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト △

スティープ化

フ ラ ッ ト 化 △ －

短期金利上昇 －

短期金利低下 △ －

最 大 値 － －

ホホ へへ

当当期期末末 前前期期末末

自己資本の額

経経営営諸諸指指標標

令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

貯

貸

率

等

貯 貸 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

貯 預 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

貯 証 率 （ 期 末 ） ％ ％

〃 （ 期 中 ） ％ ％

一 従 業 員 当 り 貯 金 残 高 百万円 百万円

一 店 舗 当 り 貯 金 残 高 百万円 百万円

一従 業員当り貸出金残 高 百万円 百万円

一 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高 百万円 百万円

利

益

率

総 資 産 経 常 利 益 率 ％ ％

資 本 経 常 利 益 率 ％ ％

総資産当期純利益率 ％ ％

資 本 当 期 純 利 益 率 ％ ％

（注１） 総資産経常（当期）利益率＝経常（当期）利益／総資産平均残高（偶発債務見返除く）×１００

（注 ） 資 本経 常（当期）利益率＝経常（当期）利益／資本勘定平均残高×１００

リスク管理情報等
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５５００

貸貸倒倒引引当当金金のの期期末末残残高高及及びび期期中中のの増増減減額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高 期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高
使使用用目目的的 そそ のの 他他 使使用用目目的的 そそ のの他他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 － －

合合 計計 －－ －－

貸貸出出金金償償却却のの額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

貸出金償却額

信漁連の沿革

団団
体体
のの
設設
立立
目目
的的

（設立の経緯）

当連合会は一県一信漁連の法の主旨から、福岡県沿岸漁業、内水面漁業を基盤として

信用事業を通じて、漁業協同組合の経営指導・漁業の発展育成並びに漁家の生活指導を

行い、県内水産金融の中核体として設立されたものである。

（目 的）

会員漁協等に対する円滑な金融業務と、漁協信用事業の健全な運営を図ること。

団団

体体

のの

変変

遷遷

（設立の法的根拠）水産業協同組合法 昭和２３年１２月１５日 法律第２４２号

（設立年月日） 昭和２６年 ９月２７日 設 立

昭和２６年 ６月１６日 福岡県信用漁業協同組合連合会創立総会

昭和２６年 ７月３１日 〃 設立認可

令和 ３年 ４月 １日 福岡県信漁連を存続法人とし、佐賀県信漁連・長崎県信漁連・

宮崎県信漁連・鹿児島県信漁連・沖縄県信漁連の５県と合併し、

九州信用漁業協同組合連合会へ名称変更。

信漁連の沿革
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５５１１

本 会 の 組 織

会会 員員 数数

資資 格格 別別 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末 増増 減減

正 会 員 △

准 会 員

合合 計計 △△

役役 員員
（令和５年３月末）

氏氏 名名 備備 考考

経営管理委員会会長 久 保 田 正 非 常 勤

経営管理委員会副会長 野 村 義 也 〃

経 営 管 理 委 員 佐 藤 政 俊 〃

〃 西 田 晴 征 〃

〃 西 久 保 敏 〃

〃 川 嵜 和 正 〃

〃 片 渕 伸 行 〃

〃

〃

大久保 照亨

後 藤 正 喜

〃

〃

〃 黒 木 巧 〃

〃 松 岡 勝 志 〃

〃 長 元 信 男 〃

〃 市田 恵八朗 〃

〃 池 田 博 〃

〃 中 西 聡 明 〃

代 表 理 事理 事 長 来 村 寛 記 常 勤

専 務 理 事 濵 﨑 武 信 〃

福 岡 県 担当 常 務 村 上 雄 治 〃

佐 賀 県 担当 常 務 久 米 正 剛 〃

長 崎 県 担当 常 務 黒 川 信 幸 〃

宮 崎 県 担当 常 務 谷 口 幸 宏 〃

鹿児島県担当常務 石 野 哲 二 〃

沖 縄 県 担当 常 務 浦 崎 政 伸 〃

代 表 監 事 鬼 塚 荘 次 非 常 勤

監 事 真栄田 正男 〃

員 外 監 事 坂 口 弘 行 〃

常 勤 監 事 萩 原 俊 弘 常 勤

職職 員員

区区 分分 令令和和 年年度度末末 令令和和 年年度度末末

参 事

男 性 職 員

女 性 職 員

嘱託・常よう人

合合 計計

５５００

貸貸倒倒引引当当金金のの期期末末残残高高及及びび期期中中のの増増減減額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高 期期首首残残高高 期期中中増増加加
期期中中減減少少額額

期期末末残残高高
使使用用目目的的 そそ のの 他他 使使用用目目的的 そそ のの他他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 － －

合合 計計 －－ －－

貸貸出出金金償償却却のの額額

（単位：百万円）

令令和和 年年度度 令令和和 年年度度

貸出金償却額

信漁連の沿革

団団
体体
のの
設設
立立
目目
的的

（設立の経緯）

当連合会は一県一信漁連の法の主旨から、福岡県沿岸漁業、内水面漁業を基盤として

信用事業を通じて、漁業協同組合の経営指導・漁業の発展育成並びに漁家の生活指導を

行い、県内水産金融の中核体として設立されたものである。

（目 的）

会員漁協等に対する円滑な金融業務と、漁協信用事業の健全な運営を図ること。

団団

体体

のの

変変

遷遷

（設立の法的根拠）水産業協同組合法 昭和２３年１２月１５日 法律第２４２号

（設立年月日） 昭和２６年 ９月２７日 設 立

昭和２６年 ６月１６日 福岡県信用漁業協同組合連合会創立総会

昭和２６年 ７月３１日 〃 設立認可

令和 ３年 ４月 １日 福岡県信漁連を存続法人とし、佐賀県信漁連・長崎県信漁連・

宮崎県信漁連・鹿児島県信漁連・沖縄県信漁連の５県と合併し、

九州信用漁業協同組合連合会へ名称変更。

本会の組織
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５５２２

ＪＪＦＦ九九州州信信漁漁連連組組織織機機構構図図（令和 年 月末現在）

52



福岡県福岡市中央区舞鶴2-4-19

福岡県糸島市志摩岐志778-5

福岡県糸島市二丈福井5490-13

福岡県糸島市志摩船越128-2

福岡県糸島市志摩芥屋3824

福岡県糸島市志摩野北4211-2

福岡県福岡市西区西浦1158

福岡県福岡市西区小呂島19

福岡県福岡市西区玄界島21

福岡県福岡市東区箱崎４-30-11

福岡県福岡市東区志賀島736-24

福岡県宗像市鐘崎778-5

福岡県福津市津屋崎4-47-8

福岡県宗像市大島1809-8

福岡県宗像市地島136-8

福岡県宗像市神湊487-51

福岡県北九州市若松区安屋1742

福岡県北九州市小倉北区藍島32-3

福岡県柳川市三橋町高畑271

福岡県大川市小保1013-1

福岡県大川市大野島2864-1

福岡県大川市新田1096-11

福岡県大川市新田1317-2・1318

福岡県柳川市南浜武623-1

福岡県柳川市矢留本町1・2沖端代理店

上新田代理店

川口代理店

浜武代理店

有明支店

大川代理店

大野島代理店

神湊代理店

ひびき灘本所代理
店

藍島代理店

津屋崎代理店

大島代理店

地島代理店

箱崎代理店

志賀島代理店

宗像本所代理店

西浦代理店

小呂島代理店

玄界島代理店

船越代理店

芥屋代理店

野北代理店

本店

糸島本所代理店

福吉代理店

店店舗舗一一覧覧

福岡県

佐賀県

長崎県

福岡県柳川市大浜町318-1

福岡県柳川市吉富町219-1

福岡県柳川市大和町明野304-2

福岡県柳川市大和町皿垣開909

福岡県柳川市大和町鷹ノ尾1237-7

福岡県柳川市大和町中島1469

福岡県柳川市大和町中島729

大和代理店

中島代理店

有明代理店

皿垣開代理店

山門羽瀬代理店

両開代理店

柳川本所代理店

佐賀県佐賀市西与賀町大字厘外821

佐賀県佐賀市諸富町大字為重72-1

佐賀県佐賀市川副町大字早津江373-1

佐賀県佐賀市川副町大字大詫間170-1

佐賀県佐賀市川副町大字犬井道1757-3

佐賀県佐賀市川副町大字小々森574-4

佐賀県佐賀市東与賀町大字下古賀1635-10

佐賀県佐賀市嘉瀬町大字十五1555-3

佐賀県佐賀市久保田町大字新田1500-14

佐賀県小城市芦刈町永田3100

佐賀県杵島郡白石町大字福富下分2585-1

佐賀県杵島郡白石町大字新明2813

佐賀県鹿島市浜町1707

佐賀県藤津郡太良町大字大浦丙530-3

佐賀県唐津市海岸通り7182-232

佐賀県唐津市唐房4-4782-4

佐賀県唐津市呼子町呼子1823-1

佐賀県唐津市鎮西町名護屋2-74

呼子町営業店

鎮西町営業店

大浦営業店

唐津支店

唐津市営業店

福富町営業店

きしま営業店

鹿島市営業店

佐賀市営業店

久保田町営業店

芦刈営業店

南川副支店

広江営業店

東与賀町営業店

諸富町営業店

早津江営業店

大詫間営業店

佐賀統括支店

佐賀県東松浦郡玄海町大字今村4923

佐賀県東松浦郡玄海町大字仮屋398-5

佐賀県唐津市肥前町田野乙136

仮屋営業店

高串営業店

外津営業店

長崎県長崎市五島町2-27

長崎県長崎市毛井首町1-158

長崎県長崎市神浦江川町554-6

長崎県長崎市野母町2191-5

長崎県西彼杵郡時津町浦郷542-18

長崎県東彼杵郡東彼杵町大音琴郷93

長崎県西海市大島町1325-107

長崎県佐世保市針尾西町614-6

長崎県諫早市飯盛町開1-13

長崎県諫早市飯盛町池下237

長崎県諫早市小長井町小川原浦499

長崎県雲仙市小浜町北本町14-40

長崎県雲仙市千々石町乙899-18

長崎県雲仙市南串山町丙9240-18

長崎県島原市霊南２丁目16-21

長崎県島原市有明町湯江甲75

長崎県北松浦郡小値賀町笛吹郷2789-4

長崎県五島市福江町1190-9

長崎県五島市岐宿町岐宿1257-4

長崎県五島市奥浦町2153-1

長崎県五島市奈留町浦1839-7

長崎県南松浦郡新上五島町青方郷2273

奥浦巡回店

奈留巡回店

上五島出張所

南串山巡回店

島原巡回店

有明巡回店

宇久小値賀巡回店

五島支店

岐宿巡回店

針尾巡回店

江の浦出張所

池下巡回店

小長井巡回店

小浜出張所

千々石巡回店

みなと巡回店

外海巡回店

野母崎三和巡回店

大村湾巡回店

東彼杵巡回店

大島巡回店

長崎統括支店

５５２２

ＪＪＦＦ九九州州信信漁漁連連組組織織機機構構図図（令和 年 月末現在）

店舗一覧
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鹿児島県鹿児島市鴨池新町11-1

鹿児島県薩摩川内市港町6185-7

鹿児島県いちき串木野市浜田町85-1

鹿児島県いちき串木野市西浜町19

鹿児島県いちき串木野市西島平町141

鹿児島県いちき串木野市湊町1-103

鹿児島県日置市東市来町伊作田2101

鹿児島県枕崎市折口町66

鹿児島県指宿市山川福元6717

鹿児島県指宿市岩本31

鹿児島県出水郡長島町鷹巣1771-4

鹿児島県阿久根市晴海町2

鹿児島県出水市住吉町45-27

鹿児島県阿久根市脇本9605-10

鹿児島県垂水市海潟643-6

鹿児島県鹿屋市古江町7460-5-6

鹿児島県霧島市福山町福山2639

鹿児島県垂水市牛根境1190

鹿児島県肝属郡東串良町川東5023-10

鹿児島県肝属郡肝付町波見1753-5

牛根巡回店

東串良巡回店

高山巡回店

垂水支店

鹿屋営業店

福山巡回店

阿久根営業店

出水巡回店

黒之浜巡回店

山川営業店

岩本巡回店

東町支店

市来巡回店

江口営業店

枕崎支店

羽島巡回店

串木野営業店

島平巡回店

鹿児島統括支店

川内巡回店

長崎県南松浦郡新上五島町有川郷2595

長崎県南松浦郡新上五島町奈良尾郷235-11

長崎県平戸市田平町山内免344-21

長崎県平戸市生月町壱部浦168-2

長崎県平戸市大島村的山川内330-3

長崎県佐世保市相浦町2731-16

長崎県佐世保市小佐々町楠泊1023-5

長崎県松浦市鷹島町阿翁浦免637

長崎県松浦市福島町塩浜免2158-26

長崎県壱岐市勝本町勝本浦263

長崎県壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦122

長崎県壱岐市芦辺町諸吉本村触1342-14

長崎県壱岐市石田町印通寺浦176

長崎県壱岐市芦辺町箱崎大左右触490-1

長崎県対馬市豊玉町仁位1324-3

長崎県対馬市上対馬町西泊206

長崎県対馬市美津島町雞知乙510-1

長崎県対馬市厳原町久田1-7

石田出張所

箱崎出張所

対馬支店

上対馬巡回店

雞知出張所

厳原巡回店

生月巡回店

的山巡回店

佐世保市相浦巡回
店

小佐々出張所

鷹島出張所

福島巡回店

壱岐支店

郷ノ浦出張所

八幡出張所

有川出張所

奈良尾巡回店

県北支店

宮崎県宮崎市港２丁目6番地

宮崎県児湯郡川南町大字川南17437-4

宮崎県延岡市北浦町市振541-4

宮崎県延岡市島浦町874-1

宮崎県東臼杵郡門川町庵川西6丁目188

宮崎県日向市細島852-3

宮崎県日南市南郷町中村乙4614-3南郷支店

島浦町営業店

庵川支店

日向市営業店

宮崎統括支店

川南町営業店

北浦支店

宮崎県日南市字石河588-129

宮崎県日南市南郷町潟上134-54

宮崎県串間市大字西方15071-128串間市営業店

日南市営業店

外浦営業店

沖縄県那覇市前島3-25-39沖縄統括支店

沖縄県国頭郡本部町谷茶28

沖縄県島尻郡伊是名村勢理客2809-3

沖縄県島尻郡伊平屋村我喜屋217-30

沖縄県国頭郡伊江村川平498

沖縄県名護市城3-1-1

沖縄県うるま市石川石崎2-1

沖縄県うるま市勝連平敷屋3821-18

沖縄県うるま市与那城平安座9396-6

沖縄県浦添市牧港5-22-2

沖縄県那覇市港町3-1-17

沖縄県那覇市港町1-1-9

沖縄県那覇市港町1-1-16

沖縄県糸満市糸満1943-2

沖縄県南城市知念知名1198

沖縄県島尻郡久米島町字宇根402

沖縄県島尻郡渡名喜村1997

沖縄県宮古島市平良荷川取593-5

沖縄県石垣市新栄町83

沖縄県八重山郡与那国町与那国4022

八重山代理店

与那国代理店

浦添宜野湾代理店

那覇市沿岸代理店

那覇地区代理店

近海鮪代理店

糸満代理店

知念代理店

久米島代理店

渡名喜代理店

宮古島代理店

石川代理店

勝連代理店

与那城代理店

伊平屋代理店

伊江代理店

名護代理店

本部代理店

伊是名代理店

鹿児島県

宮崎県

沖縄県
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自自動動機機器器のの設設置置状状況況

自動機器の設置台数

自動機器の設置場所（店舗内）

★ 本店 福岡県福岡市中央区舞鶴2-4-19 ★ 有川出張所 長崎県南松浦郡新上五島町有川郷2595 ★ 川内巡回店 鹿児島県薩摩川内市港町6185-7

★ 佐賀統括支店 佐賀県佐賀市西与賀町大字厘外821 ★ 奈良尾巡回店 長崎県南松浦郡新上五島町奈良尾郷235-11 ★ 羽島巡回店 鹿児島県いちき串木野市浜田町85-1

★ 南川副支店 佐賀県佐賀市川副町大字犬井道1757-3 ★ 県北支店 長崎県平戸市田平町山内免344-21 ★ 串木野営業店 鹿児島県いちき串木野市西浜町19

★ 大浦営業店 佐賀県藤津郡太良町大字大浦丙530-3 ★ 生月巡回店 長崎県平戸市生月町壱部浦168-2 ★ 江口営業店 鹿児島県日置市東市来町伊作田2101

★ 唐津支店 佐賀県唐津市海岸通り7182-232 ★ 佐世保市相浦巡回店 長崎県佐世保市相浦町2731-16 ★ 枕崎支店 鹿児島県枕崎市折口町66

★ 呼子町営業店 佐賀県唐津市呼子町呼子1823-1 ★ 小佐々出張所 長崎県佐世保市小佐々町楠泊1023-5 ★ 山川営業店 鹿児島県指宿市山川福元6717

★ 長崎統括支店 長崎県長崎市五島町2-27 ★ 鷹島出張所 長崎県松浦市鷹島町阿翁浦免637 ★ 岩本巡回店 鹿児島県指宿市岩本31

★ 野母崎三和巡回店 長崎県長崎市野母町2191-5 ♢ 福島巡回店 長崎県松浦市福島町塩浜免2158-26 ★ 東町支店 鹿児島県出水郡長島町鷹巣1771-4

♢ みなと巡回店 長崎県長崎市毛井首町1-158 ★ 壱岐支店 長崎県壱岐市勝本町勝本浦263 ★ 阿久根営業店 鹿児島県阿久根市晴海町2

★ 大島巡回店 長崎県西海市大島町1325-107 ★ 郷ノ浦出張所 長崎県壱岐市郷ノ浦町郷ノ浦122 ★ 出水巡回店 鹿児島県出水市住吉町45-27

★ 針尾巡回店 長崎県佐世保市針尾西町614-6 ★ 八幡出張所 長崎県壱岐市芦辺町諸吉本村触1342-14 ★ 黒之浜巡回店 鹿児島県阿久根市脇本9605-10

★ 江の浦出張所 長崎県諫早市飯盛町開1-13 ★ 石田出張所 長崎県壱岐市石田町印通寺浦176 ★ 垂水支店 鹿児島県垂水市海潟643-6

♢ 小長井巡回店 長崎県諫早市小長井町小川原浦499 ★ 対馬支店 長崎県対馬市豊玉町仁位1324-3 ★ 鹿屋営業店 鹿児島県鹿屋市古江町7460-5-6

★ 小浜出張所 長崎県雲仙市小浜町北本町14-40 ♦ 厳原巡回店 長崎県対馬市厳原町久田1-7 ★ 福山巡回店 鹿児島県霧島市福山町福山2639

♢ 南串山巡回店 長崎県雲仙市南串山町丙9240-18 ★ 宮崎統括支店 宮崎県宮崎市港２丁目6番地 ★ 東串良巡回店 鹿児島県肝属郡東串良町川東5023-10

★ 島原巡回店 長崎県島原市霊南２丁目16-21 ★ 川南町営業店 宮崎県児湯郡川南町大字川南17437-4 ★ 高山巡回店 鹿児島県肝属郡肝付町波見1753-5

★ 有明巡回店 長崎県島原市有明町湯江甲75 ★ 北浦支店 宮崎県延岡市北浦町市振541-4 ★ 沖縄統括支店 沖縄県那覇市前島3-25-39

★ 宇久小値賀巡回店 長崎県北松浦郡小値賀町笛吹郷2789-4 ★ 島浦町営業店 宮崎県延岡市島浦町874-1 ★ 伊江代理店 沖縄県国頭郡伊江村川平498

★ 五島支店 長崎県五島市福江町1190-9 ★ 日向市営業店 宮崎県日向市細島852-3 ★ 那覇地区代理店 沖縄県那覇市港町1-1-9

★ 奈留巡回店 長崎県五島市奈留町浦1839-7 ★ 南郷支店 宮崎県日南市南郷町中村乙4614-3

★ 上五島出張所 長崎県南松浦郡新上五島町青方郷2273 ★◆ 鹿児島統括支店 鹿児島県鹿児島市鴨池新町11-1

★ATM、♢記帳振込機、♦記帳専用機

自動機器の設置場所（店舗外）

★ 福岡県福岡市東区大字弘1285-1 ■ 佐賀県唐津市肥前町大浦310-3 ★ 長崎県対馬市上対馬町大浦60-1 ♦ 鹿児島県指宿市湊4-13-27

★ 福岡県行橋市大字沓尾247-2 ■ 佐賀県伊万里市波多津町辻3809 ★ 長崎県対馬市美津島町鶏知乙387-11 ★ 鹿児島県西之表市西町192

★ 福岡県行橋市大字蓑島470-13 ★ 長崎県長崎市三重町348-7 ★ 長崎県壱岐市芦辺町箱崎中山触字干拓2604-2 ♦ 鹿児島県薩摩川内市上甑町平良228-1

★ 福岡県豊前市大字宇島76-31 ★ 長崎県長崎市戸石町1519-34 ★ 長崎県五島市三井楽町濱ノ畔902-5 ★ 鹿児島県薩摩川内市下甑町長浜101-3

★ 福岡県みやま市高田町江浦1340 ♢ 長崎県佐世保市黒島町233 ★ 長崎県五島市富江町富江357-1 ★ 鹿児島県薩摩川内市里町里3527-1

★ 福岡県糸島市加布里5-11-20 ♢ 長崎県佐世保市鹿町町下歌ケ浦988-1 ★ 長崎県五島市玉之浦町玉之浦734-29 ★ 鹿児島県南さつま市加世田小湊8422

★ 福岡県糸島市志摩姫島1-2 ♢ 長崎県佐世保市宇久町平3104-89 ★ 長崎県南松浦郡新上五島町小串郷422-6 ♦ 鹿児島県南さつま市笠沙町片浦6510-8

★ 福岡県福岡市西区愛宕浜４丁目49-1 ★ 長崎県平戸市度島町2496-2 ★ 長崎県南松浦郡新上五島町若松郷639 ★ 鹿児島県出水郡長島町諸浦1232-1

★ 福岡県糟屋郡新宮町大字相島1559 ★ 長崎県平戸市草積町1125-12 ★ 長崎県南松浦郡新上五島町岩瀬浦郷字浜串722-26 ♦ 鹿児島県出水郡長島町平尾2176-1

★ 福岡県遠賀郡岡垣町大字波津1675 ★ 長崎県平戸市志々伎町1460-7 ★ 宮崎県宮崎市青島3-5-1 ♦ 鹿児島県肝属郡南大隅町根占川南1104

★ 福岡県北九州市若松区大字有毛2771 ★ 長崎県平戸市野子町無番地 ★ 宮崎県延岡市土々呂町3丁目4040番地 ★ 鹿児島県肝属郡南大隅町佐多馬籠972-5

★ 佐賀県唐津市高島643-3 ★ 長崎県平戸市宮の町655-13 ★ 宮崎県延岡市方財町230番地 ★ 鹿児島県垂水市牛根麓9-4

★ 佐賀県唐津市神集島2328-1 ★ 長崎県平戸市大島村大根坂2292-22 ★ 宮崎県延岡市浦城町53番地 ★ 鹿児島県熊毛郡屋久島町安房136

★ 佐賀県唐津市呼子町小川島227-1 ★ 長崎県松浦市御厨町里免846-7 ★ 宮崎県日南市大堂津2丁目8-12 ♦ 鹿児島県大島郡瀬戸内町古仁屋(船津)38

★ 佐賀県唐津市鎮西町加唐島432 ★ 長崎県松浦市星鹿町青島免588-3 ★ 宮崎県串間市大字大納136番地乙 ★ 鹿児島県出水郡長島町鷹巣1769-1

★ 佐賀県唐津市鎮西町馬渡島1-7 ★ 長崎県対馬市厳原町久田道1459 ★ 宮崎県児湯郡都農町大字川北3741番地 ♦ 沖縄県中頭郡読谷村字都屋33

★ 佐賀県藤津郡太良町大字糸岐1558-11 ♢ 長崎県対馬市厳原町豆酘2516-3 ★ 宮崎県東臼杵郡門川町大字門川尾末8807番地60 ★ 沖縄県国頭郡国頭村辺土名264-3

■ 佐賀県唐津市湊町441 ★ 長崎県対馬市峰町佐賀791-1 ★ 鹿児島県鹿児島市城南町37-2 ★ 沖縄県石垣市八島町2-4

■ 佐賀県唐津市呼子町加部島1225-1 ♦ 長崎県対馬市上県町鹿見京ヶ崎13-3 ★ 鹿児島県いちき串木野市湊町1丁目99

■ 佐賀県唐津市肥前町鶴牧394-10 ♢ 長崎県対馬市上対馬町一重30-15 ★ 鹿児島県指宿市開聞川尻5873-7

★ATM、♢記帳振込機、♦記帳専用機、■ATM移動車

店舗内 店舗外

記帳振込機

記帳専用機

移動車ATM

信漁連設置

自動機器の設置状況
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協協同同会会社社

該当ありません。

特特定定信信用用事事業業代代理理業業のの状状況況

該当ありません。

手 数 料 一 覧

内内国国為為替替のの取取扱扱手手数数料料

項目 自店 本支店 他行

振
込
手
数
料
〈
１
件
に
つ
き
〉

窓口

通 帳 利 用
３万円以上 円 円 円

３万円未満 円 円 円

現 金 利 用
３万円以上 円 円 円

３万円未満 円 円 円

通帳・キャッシュ

カード利用

３万円以上 円 円 円

３万円未満 円 円 円

現金利用
３万円以上 円 円 円

３万円未満 円 円 円

送金手数料（送金小切手１件につき） 円

代金取立手数料

（１通につき）

電子交換取立 円

個別取立 円

（脚注）上記手数料には消費税（ ％）が含まれております。

そそのの他他のの諸諸手手数数料料

再 発 行 手 数 料 １件につき 証書・通帳 円 ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ 円

自 己 宛小切手発行手数 料 １枚につき 円

残 高 証 明 書 発 行 手 数 料 １通につき 都度発行 円 継続発行 円

国 債 保 護 預 り 手 数 料 １ ヶ 月

（注）上記手数料には消費税（ ％）が含まれております。

手数料一覧
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